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以下項目のこれまでの取組についての説明

①医薬品について骨太2023に掲げられたイノベーションの推進、
長期収載品等の自己負担の在り方や中長期的な薬剤費の在り方
等の課題の対応

②介護における給付と負担の検討状況（特に、利用者負担の一定以
上所得の判断基準、１号保険料の在り方や多床室の室料負担等
について）
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●関連する改革項目とその進捗等について （３）給付と負担の見直し

①医薬品について骨太2023に掲げられたイノベーションの推進、長期収載品等の自己負担の在り方や
中長期的な薬剤費の在り方等の課題の対応

②介護における給付と負担の検討状況（特に、利用者負担の一定以上所得の判断基準、１号保険料の
在り方や多床室の室料負担等について）

進捗状況
（遅れている場合はその要因）

今後の取組方針

①について
〇 骨太の方針2023において、
・ 創薬力強化に向けて、革新的な医薬品等の開発強化、
研究開発型のビジネスモデルへの転換促進等を行うた
め、保険収載時を始めとするイノベーションの適切な
評価などの更なる薬価上の措置等を推進する

・ また、医療保険財政の中で、こうしたイノベーショ
ンを推進するため、長期収載品等の自己負担の在り方
の見直し、検討を進める

とされたところ。

〇 イノベーションの適切な評価などの更なる薬価上の措
置については、中央社会保険医療協議会において、現在、
令和６年度薬価改定に向けた議論を行っている。

〇 また、長期収載品等の自己負担の在り方については、
社会保障審議会医療保険部会において、現在、議論を
行っている。

①について
〇 薬価制度等については、「イノベーションの推進」と「国民
皆保険の持続性」を両立していくことができるよう、薬剤費、
日本の創薬の現状や、医療上必要な医薬品の供給状況等の状況
も踏まえつつ、その在り方を検討していくことが重要であると
ころ。

〇 イノベーションの適切な評価などの更なる薬価上の措置につ
いては、本年末の薬価制度改革の骨子案のとりまとめに向けて、
新薬のイノベーションを評価し、革新的医薬品の開発を促進す
るとともに、国民皆保険の持続性を確保する観点から、引き続
き議論を進める。

〇 長期収載品等の自己負担の在り方については、「薬剤定額一
部負担」「薬剤の種類に応じた自己負担の設定」「市販品類似
の医薬品の保険給付の在り方の見直し」「長期収載品の自己負
担の在り方の見直し」の４つの項目について議論を行った（９
月29日医療保険部会）。
当該議論及び骨太の方針2023等を踏まえつつ、創薬力強化に

向け、また、従来とは異なるアプローチで更なる後発医薬品へ
の置換を進める観点から、「長期収載品の自己負担の在り方の
見直し」を中心に検討を進める方向で、議論を行った（11月９
日医療保険部会）。
今後、本年末にかけて、議論を進めていくこととしている。
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●関連する改革項目とその進捗等について （３）給付と負担の見直し

①医薬品について骨太2023に掲げられたイノベーションの推進、長期収載品等の自己負担の在り方や
中長期的な薬剤費の在り方等の課題の対応

②介護における給付と負担の検討状況（特に、利用者負担の一定以上所得の判断基準、１号保険料の
在り方や多床室の室料負担等について）

進捗状況
（遅れている場合はその要因）

今後の取組方針

②について
骨太の方針2023において「介護保険料の上昇を抑える

ため、利用者負担の一定以上所得の範囲の取扱いなどに
ついて検討を行い、年末までに結論を得る※」こととさ
れた。

※ 「介護保険制度の見直しに関する意見」（令和４年12月20日社会
保障審議会介護保険部会）では、利用者負担の一定以上所得の判断
基準のほか、1号保険料の在り方や多床室の室料負担について、
2024年度から始まる次期介護保険事業計画に向けて結論を得ること
とされた。

②について
骨太の方針2023を踏まえ、社会保障審議会介護保険

部会及び介護給付費分科会において議論を行っており、
年末までに結論を得る。
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経済財政運営と改革の基本方針2 0 2 3（骨太方針2 0 2 3）

２．持続可能な社会保障制度の構築
創薬力強化に向けて、革新的な医薬品、医療機器、再生医療等製品の開発強化、研究開発型のビジネスモデル

への転換促進等を行うため、保険収載時を始めとするイノベーションの適切な評価などの更なる薬価上の措置、
全ゲノム解析等に係る計画258の推進を通じた情報基盤259 の整備や患者への還元等の解析結果の利活用に係る体
制整備、大学発を含むスタートアップへの伴走支援、臨床開発・薬事規制調和に向けたアジア拠点の強化、国際
共同治験に参加するための日本人データの要否の整理、小児用・希少疾病用等の未承認薬の解消に向けた薬事上
の措置と承認審査体制の強化等を推進する。これらにより、ドラッグラグ・ドラッグロスの問題に対応する。さ
らに、新規モダリティへの投資や国際展開を推進するため、政府全体の司令塔機能の下で、総合的な戦略を作成
する。医療保険財政の中で、こうしたイノベーションを推進するため260、長期収載品261 等の自己負担の在り方
の見直し、検討を進める。大麻に関する制度を見直し、大麻由来医薬品の利用等に向けた必要な環境整備を行う
ほか、ＯＴＣ医薬品・ＯＴＣ検査薬の拡大に向けた検討等によるセルフメディケーションの推進、バイオシミ
ラーの使用促進等、医療上の必要性を踏まえた後発医薬品を始めとする医薬品の安定供給確保、後発医薬品の産
業構造の見直し、プログラム医療機器の実用化促進に向けた承認審査体制の強化を図る。また、総合的な認知症
施策を進める中で、認知症治療の研究開発を推進する。献血への理解を深める262とともに、血液製剤263 の国内
自給、安定的な確保及び適正な使用の推進を図る。

258 「全ゲノム解析等実行計画2022」（令和４年９月30日厚生労働省）。
259 マルチオミックス（網羅的な生体分子についての情報）解析の結果と臨床情報を含む。
260 ＧＤＰに占める日本の医薬品等の支出は他の先進国よりも高い一方、世界の医療用医薬品の販売額における日本国内の販売額のシェアは低下しており、こうした状況の
中で国民負担の軽減とイノベーションの推進を両立する観点から、中長期的な薬剤費の在り方の議論も含めて、取組を進める必要がある。

261 後発医薬品への置換えは数量ベースで約８割に達しようとしているが、金額ベースでは約４割と諸外国と比較しても低い水準。
262 小中学校現場での献血推進活動を含む。
263 輸血用血液製剤及びグロブリン製剤、フィブリノゲン製剤等血漿分画製剤。

令和５年６月16日
閣 議 決 定
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次期改定に向けた主な課題と今後の議論の進め方（案）

（１）令和５年度薬価改定の骨子に記載されている事項
• 新薬創出等加算や長期収載品に関する薬価算定ルールの見直し
• 革新的新薬の日本への導入の状況や安定供給上の課題も踏まえた、これまでの薬価制度改革の検証

（２）令和４年度薬価制度改革の骨子に記載されている事項
• 調整幅の在り方
• 診療報酬改定がない年の薬価改定

（３）「高額医薬品（感染症治療薬）に対する対応」に記載されている事項
• 市場規模の推計が困難な疾患を対象とした薬剤における薬価算定方法等や、緊急承認された医薬品の本承認時に
おける薬価算定の方法等

（４）これまでに問題提起されている事項
• 有識者検討会における指摘事項（安定供給の確保、創薬力の強化、ドラッグ・ラグ／ドラッグ・ロスの解消、適切な医薬品流通
に向けた取組）

• 骨太方針2023で指摘されている事項

（５）その他
• 関係業界からの提起事項
• 薬価算定組織からの提起事項 など

次期薬価改定に向けた主な課題（案）

• 薬価専門部会において、関係業界や薬価算定組織からの意見聴取も行いつつ、検討項目を整理した上で、次のスケ
ジュール（案）で議論を深めることとしてはどうか。

今後の議論の進め方（案）

7

中医協 薬－２
５ ． ６ ． ２ １
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令和６年度薬価改定に向けた検討スケジュール（案）

7月（予定） ・関係業界からの意見聴取

7～9月頃
・新薬、長期収載品、後発品等の各論（課題整理）

・薬価算定組織からの意見

10～11月頃
・関係業界からの意見聴取

・新薬、長期収載品、後発品等の各論（対応の方向性）

12月頃

・薬価調査結果速報

・関係業界からの意見聴取

・薬価改定の骨子案とりまとめ

中医協 薬－２
５ ． ６ ． ２ １



医薬品そのものの革新性・有用性に着目して判断
①画期性加算、有用性加算、営業利益率補正がなされた医薬品（これらの加算に相当する効能追加があった
ものを含む）、②開発公募品、③希少疾病用医薬品、④新規作用機序医薬品（基準に照らして革新性、有用
性が認められるものに限る。）、⑤新規作用機序医薬品から３年以内・３番手以内であり新規作用機序医薬
品が加算適用品又は基準該当品、⑥先駆的医薬品、⑦特定用途医薬品、⑧薬剤耐性菌の治療薬

革新的新薬の創出を効率的・効果的
に促進するため、後発品の無い新薬
の市場実勢価格に基づく薬価の引下
げを猶予

後発品上市又は収載15年後

薬
価

時間

加算額の
累積分

乖離率分

本制度による加算が
なかった場合の薬価推移

区分Ⅰ

区分Ⅲ
区分Ⅱ

○ 次に掲げる指標の達成度・充足度に応じた加算率とす
る（改定の都度評価）
（A）革新的新薬創出
（B）ドラッグ・ラグ対策
（C）世界に先駆けた新薬、特定用途医薬品の開発
○ 厚生労働省の開発要請に適切に対応することが前提

品目要件制度の位置づけ

薬価収載

※ なお、加算額について、乖離率に応じた上限を設定

※区分に応じて加算率を設定

企業指標

新薬創出・適応外薬解消等促進加算（全体概要）
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薬剤自己負担の見直しに関する主な項目

薬剤自己負担の見直しに関しては、これまでの議論等を踏まえると、例えば、以下のような項目が考えられる。

（参考） このほか、長期収載品に係る薬価上の措置に関しては、これまで、平成30年度薬価改定等、後発品への置換え率や後発品上市後の時期に応じた措置
を講ずるなど、随時見直しを行っている。

①薬剤定額一部負担 ②薬剤の種類に応じた自己負
担の設定

③市販品類似の医薬品の保険
給付の在り方の見直し

④長期収載品の保険給付の在
り方の見直し

考
え
方

・外来診療や薬剤支給時に、
薬局窓口等において、薬剤
に関し定額負担を求める

・有効性等などの医療上の利
益に基づき薬剤を分類、各
カテゴリ別に自己負担割合
を設定

・OTC医薬品に類似品がある
医療用医薬品について、保
険給付範囲からの除外や償
還率の変更、定額負担の導
入など、保険給付の在り方
を見直す

・長期収載品について様々な
使用実態※に応じた評価を行
う観点や後発品との薬価差
分を踏まえつつ、保険給付
の在り方を見直す

【参考】
・平成９年～平成15年にかけて薬
剤一部負担制度があったが、廃
止。

【参考】
・フランスの例では、医療上の重
要性に応じて35％～100％（代替
性のない医薬品は0％）と設定

※抗てんかん薬等での薬剤変更リ
スクを踏まえた処方、薬剤工夫に
よる付加価値等への選好等

課
題

・低額の医薬品ほど相対的に負
担が重くなる点

・平成14年健保法等改正法の附
則における７割給付の維持と
の関係

等

・疾病等による区分を設けるこ
との是非

・医療上の重要性等の分類の技
術的可能性、薬剤の分類方法

・平成14年健保法等改正法の附
則における７割給付の維持と
の関係

等

・医療上の必要性に応じて適切
な医薬品を選択できるよう担
保する必要性

・市販薬の有無で取扱いを変え
ることの是非（医療用と市販薬
では、同一の成分であっても期待
する効能・効果や使用目的、患者
の重篤性が異なる場合がある）

等

・医療上の必要性に応じて適切
な医薬品を選択できるよう担
保する必要性

・いわゆる参照価格制との関係
等
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令和５年11月９日
第170回社会保障審議会医療保険部会 資料２ (改)



検討の方向性
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• 我が国の創薬力強化に向けて、イノベーションを推進するとともに、ドラッグ・ラグ／ドラッグ・ロスの解消を実現していくた
めに、薬価上の措置を講じつつ、研究開発型ビジネスモデルへの転換を促進することが必要ではないか。

• また、後発医薬品に関しては、安定供給を前提としつつ、更なる利用を推進していくことが必要となる。特に、後発医薬品への
置換率が概ね８０％程度（数量ベース）となるなど、相当程度、定着してきており、患者にとっての選択可能性は広がっている。
一方、金額ベースでは５割程度（※）にとどまっており、従来とは異なるアプローチで更なる後発医薬品への置換を進めていく
必要があるのではないか。

• こうした政策的な要素を考慮した上で、前回の議論における各委員意見を踏まえると、④長期収載品の保険給付の在り方の見直
しを中心として検討を進めることとしてはどうか。

（※）薬価調査（令和３年度）の結果をもとに計算したもので、後発医薬品の売上げ÷（後発医薬品の売上＋後発医薬品のある先発品の売上）＝約50％。
なお、国際比較可能な形で推計すると約４割と諸外国と比較しても低い水準。

令和５年11月９日
第170回社会保障審議会医療保険部会 資料２



イノベーション推進と安定供給確保に向けたビジネスモデルの転換
（全体像イメージ）

○ 我が国の創薬力強化に向けて、イノベーションを推進するとともに、ドラッグ・ラグ／ドラッグ・ロスの解消
を実現していくために、薬価上の措置を講じつつ、革新的な医薬品等の開発強化、研究開発型ビジネスモデルへ
の転換促進が必要。

〇 また、後発医薬品を中心とした安定供給の課題を解消するため、後発医薬品企業の産業構造の転換を促すとと
もに、医療上必要性の高い品目の安定供給の確保も不可欠。

〇 そのため、Ｒ６年度薬価制度改革においては、これらの対応を強力に進める薬価上の措置を講じるとともに、
長期収載品等の在り方の見直しにより後発品の置換えを進め、長期収載品への依存から脱却を促していく。

• 新薬収載時における加算等の評価のあり方※

• 新薬創出等加算の要件のあり方※

• 市場拡大再算定のあり方（類似品の取扱いなど）※

• 医療系ベンチャーの成果創出支援

• イノベーションの基盤構築の推進

イノベーションの評価、ドラッグ・ラグ
／ドラッグ・ロス解消に向けた対応

• 薬価の下支え策のあり方（基礎的医薬品、不採算
品再算定など）※

• 安定供給が確保できる後発品の企業要件の導入と
企業要件に応じた薬価上の措置のあり方※

• 安定供給強化に向けたサプライチェーンの強靱化

医薬品の安定供給の確保

※は、薬価上の措置

• 研究開発型のビジネスモデルへの転換を促すとともに、長期収載品から後発品への更なる置換えを従来とは
異なるアプローチで推進する観点から、長期収載品等の保険給付の在り方などを見直し

長期収載品等の保険給付の在り方の見直し

主な検討課題

12
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国民医療費、薬剤費等の推移

43.0 兆円
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※１ 薬剤費には、DPCを始めとする薬剤費が包括して算定される場合は含まれていない。
※２ 薬価調査で得られた平均乖離率をその年度の推定乖離率としている。

令和元年度の推定乖離率は、平成30年４月の薬価に対する乖離を示す。

国
民
医
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費
・
薬
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兆
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（
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※１

※２

中医協 薬－２
５ ． ８ ． ２ ３
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１．2011年（H23年）比（％）の薬剤費の推移

年平均下落率
▲2.4％

年平均下落率
▲4.8％

薬価改定

既存薬価の改定率（薬剤費ベース）
年平均下落率 ▲3.1％

①薬価改定を行わなかった場合の
薬剤費（国民医療費ベース）推計

年平均伸び率 ＋5.5％

国内総生産（GDP）推移
年平均伸び率 ＋1.4％

薬剤費に及ぼす薬価改定等の影響分析

14

○ 2011～2019年の薬剤費成長率は、仮に薬価改定しなかった場合の状況において年平均5.5％増と見込まれたところ、隔年
の薬価改定により、年平均1.6％増に抑制。
※ 2018年以降は毎年の薬価改定により、年平均下落率は、それ以前の▲2.4％（2011～17年）から▲4.8％（2017～20年）と２倍に増加

○ 加えて、長期収載品の適正化や、後発品の使用促進等により薬剤費の伸びは更に抑えられている。

２．薬剤費の構成割合の推移 ※記載している額は、薬価調査で得られた取引数
量（調査月の１か月分）に薬価を乗じた上で12
倍した数字（年間の数字に単純換算）

３．後発品への置換えによる医療費適正効果額

下記①に、後発品に置き換えな
かった場合の効果額を加えたもの

薬価調査
年度

後発品の
使用割合

後発品に置き換えなかった場合の
先発品の薬剤費と
後発品の薬剤費との差額

H29年度 65.8% 1.30兆円

H30年度 72.6% 1.40兆円

R1年度 76.7% 1.62兆円

R2年度 78.3% 1.86兆円

R3年度 79.0％ 1.92兆円

※１．の試算に利用

薬剤費（国民医療費ベース）推移
年平均伸び率 ＋1.6％

※薬剤費・改定率は「中医協薬ｰ2（R4.7.20）」、GDP
は内閣府「国民経済計算年次推計」の数字を使用

後発品への置換
えによる削減額

▲1.62兆円

薬価改定による
削減額（2011～

19年累計）

▲3.34兆円

14
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介護保険料・利用者負担に関する各種取りまとめ

15

（「現役並み所得」、 「一定以上所得」の判断基準）
○ こうした議論を踏まえ、「一定以上所得」（２割負担）の判断基準について、後期高齢者医療制度との関係、介護サー
ビスは長期間利用されること等を踏まえつつ、高齢者の方々が必要なサービスを受けられるよう、高齢者の生活実態や生
活への影響等も把握しながら検討を行い、次期計画に向けて結論を得ることが適当である。

○ 「現役並み所得」（３割負担）の判断基準については、医療保険制度との整合性や利用者への影響等を踏まえつつ、引
き続き検討を行うことが適当である。

（１号保険料負担の在り方）
○ 介護保険制度の持続可能性を確保するためには、低所得者の保険料上昇を抑制することが必要であり、負担能力に応じ
た負担の観点から、既に多くの保険者で９段階を超える多段階の保険料設定がなされていることも踏まえ、国の定める標
準段階の多段階化、高所得者の標準乗率の引上げ、低所得者の標準乗率の引下げ等について検討を行うことが適当である。

○ 具体的な段階数、乗率、低所得者軽減に充当されている公費と保険料の多段階化の役割分担等について、次期計画に向
けた保険者の準備期間等を確保するため、早急に結論を得ることが適当である。

（※）次期計画に向けて結論を得るとされた事項については、遅くとも来年夏までに結論を得るべく引き続き議論

社会保障審議会介護保険部会 意見書（令和４年12月20日）

全世代型社会保障構築会議 報告書（令和４年12月16日）
Ⅲ．各分野における改革の方向性
３．医療・介護制度の改革 （２）取り組むべき課題 ③介護
○ また、2024 年度からの次の計画期間に向けて、介護保険制度の持続可能性を確保するため、「骨太の方針2022」や
「新経済・財政再生計画改革工程表 2021」、社会保障審議会介護保険部会等で指摘された課題（保険料負担や利用者負
担の在り方など）について、来年度の「骨太の方針」に向けて検討を進めるべきである。

経済財政運営と改革の基本方針2023（令和５年６月16日）
（社会保障分野における経済・財政一体改革の強化・推進）
「介護保険料の上昇を抑えるため、利用者負担の一定以上所得の範囲の取扱いなどについて検討を行い、年末までに結論
を得る ※。」
※「「介護保険制度の見直しに関する意見」（令和４年12月20日社会保障審議会介護保険部会）では、利用者負担の一定以上所得の判断基準のほか、

1号保険料の在り方や多床室の室料負担について、2024年度から始まる次期介護保険事業計画に向けて結論を得ることとされた。」



○ 介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設等における居住費については、平成17年10月より、在宅と施設の
利用者負担の公平性の観点から、保険給付の対象外とし、居住環境の違いに応じ、個室は光熱水費及び室料、多床室は光熱水費
を居住費として負担することとされた。
その際、低所得者については、負担軽減を図る観点から、所得段階等に応じた負担限度額を設定し、限度額を超えた分につい

ては、補足給付として特定入所者介護サービス費を支給することとした。
○ また、平成27年度からは介護老人福祉施設について、死亡退所も多い等事実上の生活の場として選択されていることから、一
定程度の所得を有する在宅で生活する者との負担の均衡を図るため、一定の所得を有する入所者から、居住費（室料）の負担を
求めることとした。（利用者負担第１～３段階の者については、補足給付により利用者負担を増加させないこととした。）

多床室の室料負担の経緯と現状

介護老人福祉施設 介護老人保健施設 介護医療院 介護療養型医療施設（令和５年度末まで）

概 要
生活施設 リハビリ等を提供し、在宅復帰を目

指し在宅療養支援を行う施設
要介護者の長期療養

・生活施設

長期療養を必要とする者に対し、医
学的管理の下における介護、必要

な医療等を提供する施設

設置根拠 老人福祉法
（老人福祉施設）

介護保険法
（介護老人保健施設）

介護保険法
（介護医療院）

介護保険法
（介護療養型医療施設）

医療法（病院・診療所）

医療法（医療提供施設）

面積
（１人当たり）

10.65㎡以上 8.0㎡以上 8.0㎡以上 6.4㎡以上

室料

介護老人福祉施設
介護老人保健施設、介護医
療院、介護療養型医療施設

居
住
費

光熱水費 光熱水費 光熱水費

個室 多床室

利
用
者
負
担

介
護
保
険
給
付

平成17年10月～
在宅と施設の利用者負担の公平性から、保険給付の対象外に。
個室は、居住環境の違いに配慮し室料負担を求める。

平成27年度～
死亡退所が多い等事実上の生活の場として選択されているため、室料
負担を求める。（多床室と個室の基本報酬の差を居住費とみなした）介護老人福祉施設

介護老人保健施設、介護医
療院、介護療養型医療施設

介護療養型は大規模改
修まで6.4㎡以上で可

居住費負担に関する経緯

大規模改修まで
6.4㎡以上で可

介護保険施設の概要

食
費

室料
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介護保険制度における利用者負担割合（経緯）

○介護保険の利用者負担は、制度創設以来１割であったが、その後負担割合の見直しが行われている。
○介護保険制度施行時には高齢者医療は定額負担制であり、その後定率負担が導入され、さらに負担割合の見直しが行われている。

（利用者に
占める割合）

3.6％

4.6％

91.8％

介護保険の利用者負担

（参考）医療保険の患者負担（70歳以上の高齢者）

負
担
割
合

現役並み所得者

一定以上所得者

それ以外

負
担
割
合

現役並み所得者

一定以上所得者

それ以外

2018年８月2000年４月 2015年８月

2001年１月 2002年10月 2006年10月 2014年４月 2022年10月

１割
（制度設立当初） １割

２割
（被保険者の上位20％）

２割
（被保険者の上位20％）

３割
（特に所得の高い者）

１割

２割

１割

３割

２割
（被保険者の上位30％）

１割75歳以上 １割

70～74歳 ２割 ２割
（特例措置でH26.3まで１割） （新たに70歳になる者から段階的に２割）

（H26.3までに70歳に達している者は１割）

約73％

約20％

約７％

（75歳以上の
被保険者に
占める割合）
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• ７５歳以上の単身世帯について、モデル年収ごとに、現行制度を基に非消費支出（税・社会保険料）を推計するとともに、一定の仮定
に基づき平均的な消費支出を推計し、収入と支出の状況をごく粗くみたもの

単身世帯 2022年

注１）「非消費支出」は、各年収を基に現行の税率や社会保険料率を用いて計算した住民税・所得税及び社会保険料額と家計調査上の「他の税」×12ヵ月の合計額。
なお、「他の税」は固定資産税を含む支出項目であるが、最小項目であるためその内訳を細分化することができない。

注２）消費支出は、家計調査（2022年）の75歳以上単身・無職世帯により厚生労働省老健局で作成。それぞれの年収水準から±50万円以内にあるサンプルの平均値をとっている。
それぞれのサンプル数は、220±50万円（上位30%）は103世帯、240±50万円（上位26％）は86世帯、 260±50万円（上位22％）は66世帯、280±50万円（上位20％）は49世帯。

（単位：万円/年額）

【上位26％】
「現行２割負担の水準」
と「後期高齢者医療の２
割負担と同じ考え方の水

準」の間②

（
モ
デ
ル
支
出
）

７５歳以上の単身世帯の収入と支出の状況（年収別モデル）

【上位22％】
「現行２割負担の水準」
と「後期高齢者医療の２
割負担と同じ考え方の水

準」の間①

【上位30%】
後期高齢者医療の２
割負担と同じ考え方

【上位20%】
現行の基準
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７５歳以上の夫婦２人世帯の収入と支出の状況（年収別モデル）

• ７５歳以上の夫婦２人世帯について、モデル年収ごとに、現行制度を基に非消費支出（税・社会保険料）を推計するとともに、一定の
仮定に基づき平均的な消費支出を推計し、収入と支出の状況をごく粗くみたもの

夫婦世帯 2022年

（単位：万円/年額）（
モ
デ
ル
支
出
）

注１）「非消費支出」は、各年収を基に現行の税率や社会保険料率を用いて計算した住民税・所得税及び社会保険料額と家計調査上の「他の税」×12ヵ月の合計額。
なお、「他の税」は固定資産税を含む支出項目であるが、最小項目であるためその内訳を細分化することができない。

注２）消費支出は、家計調査（2022年）の75歳以上夫婦のみ・無職世帯かつ世帯主が75歳以上の世帯により厚生労働省老健局で作成。それぞれの年収水準から±50万円以内にあるサンプルの平均値をとっている。
それぞれのサンプル数は、286±50万円（上位30%）は372世帯、306±50万円（上位26％）は399世帯、 326±50万円（上位22％）は399世帯、346±50万円（上位20％）は368世帯。

【上位26％】
「現行２割負担の水準」
と「後期高齢者医療の２
割負担と同じ考え方の水

準」の間②

【上位22％】
「現行２割負担の水準」
と「後期高齢者医療の２
割負担と同じ考え方の水

準」の間①

【上位30%】
後期高齢者医療の２
割負担と同じ考え方

【上位20%】
現行の基準
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介護保険部会（第108回） 資料１

令和５年11月６日



第１号保険料に関する見直しの方向性（案）

見直し案後の最終乗率
現在の最終乗率

低所得者軽減（公費）

･･･

①制度内での所得再分配機能の強化

第1段階 第２段階 第３段階 第５段階
第10
段階

第11
段階

第12
段階

第13
段階

･･････

③介護に係る社会保障の充実等

0.5

0.3
②最終乗率の引下げ
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○ 介護保険制度の持続可能性を確保するためには、団塊の世代が75歳以上となる2025年、その後高齢者人口がピークを迎える2040
年頃にかけての介護給付費の増加を見据え、１号被保険者間での所得再分配機能を強化し、低所得者の保険料上昇を抑制する必要。

○ 昨年の全世代型社会保障構築会議報告書でも、「「全世代型社会保障」は、年齢に関わりなく、全ての国民が、その能力に応じて
負担し、支え合うことによって、（中略）必要な保障がバランスよく提供されることを目指すものである。」とされている。
また、昨年の部会意見書でも、「既に多くの保険者で９段階を超える多段階の保険料設定がなされていることも踏まえ、標準段階
の多段階化、高所得者の標準乗率の引上げ、低所得者の標準乗率の引下げ等について検討」し、「具体的な段階数、乗率、低所得者
軽減に充当されている公費と保険料の多段階化の役割分担等について（中略）早急に結論を得ることが適当」とされている。

・ 高所得者に係る標準段階の多段階化、乗率設定については、既に９段階を超える多段階の保険料設定を行っている保険者の実態等を考慮し
て、段階数・乗率を設定することとしてはどうか。

・ 低所得者に係る乗率設定については、多段階化によって生じた保険料財源を所得再分配機能の強化に活用し、介護給付費が増加する中でも
低所得者の保険料上昇を抑制する観点から、最終乗率（低所得者が実際に負担する乗率）を設定することとしてはどうか。

・ 低所得者軽減に活用されている公費と保険料の多段階化の役割分担等については、保険料の多段階化によって制度内での対応が強まること
を踏まえ、公費の一部を介護に係る社会保障の充実に活用することを検討し、年末までの予算編成過程において調整することとしてはどうか。
※ 社会保障と税の一体改革における「社会保障の充実」として、１号保険料の低所得者軽減のほか、介護職員の処遇改善等を公費で実施。

社会保障審議会介護保険部会（第108回）
資料１

令和５年11月６日



目次
（１）働き方に中立的な社会保障制度、予防・健康づく

りの推進

（２）医療DXの実現

（３）給付と負担の見直し

（４）少子高齢化・人口減少時代における医療・介護
サービスの提供体制
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以下項目のこれまでの取組についての説明

①地域医療構想実現に向けた取組の現状と今後の対応（都道府県の責務の明確化
等に関し必要な法制上の措置等骨太2023に掲げる事項を含む）

②かかりつけ医機能が発揮される制度整備の実効性を伴う着実な推進に向けた対
応

③診療報酬・介護報酬同時改定に向け骨太2023に掲げた課題への検討状況（人
材確保の必要性を踏まえた物価・賃金上昇への対応状況を含む）

④医療従事者についてのタスク・シフト／シェア、ICT活用
⑤リフィル処方箋の普及に向けた対応
⑥保有資産の状況なども踏まえた経営状況の見える化の推進等による賃上げや業
務負担軽減への取組

⑦介護現場の生産性向上、介護ロボット・ＩＣＴ機器の導入等テクノロジーの導
入・活用、協働化・大規模化
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●関連する改革項目とその進捗等について （４）少子高齢化・人口減少時代における医療・介護サービスの提供体制

①地域医療構想実現に向けた取組の現状と今後の対応（都道府県の責務の明確化等に関し必要な法制
上の措置等骨太2023に掲げる事項を含む）

進捗状況
（遅れている場合はその要因）

今後の取組方針

①について
○ 地域医療構想における都道府県の責務を明確化するた
め、本年３月の改正告示・通知により、都道府県に対し
て、対応方針の策定率等を目標としたPDCAサイクルを
通じて地域医療構想を進めることを求めている。

○ 国においては、都道府県に対して、引き続き、対応方
針の検討状況等を把握するための定期的な調査等及び
「重点支援区域」や「病床機能再編支援事業」による支
援を行っている。また、重点支援区域の申請の要否の判
断に資するよう、再編の検討の初期段階における複数医
療機関の再編を検討する区域（再編検討区域）の支援を
行っている。

○ 地域医療連携推進法人の活用促進のため、新たに個人
立の医療機関等を参加可能とする仕組みのほか、事務手
続きの簡素化を行う改正医療法を令和６年４月から施行
する。

①について
○ 2025年までの取組をより一層推進するため、本年３
月の改正告示・通知により、都道府県に対してPDCA
サイクルを通じた取組を求めていることを踏まえ、年
内を目途に各都道府県に対して以下の項目等について
調査を実施する。

【調査項目の例】
・ 2025年における「病床機能報告上の病床数」と
「地域医療構想で推計した病床数の必要量」との差
異の状況

・ 当該差異が生じる医療提供体制上の課題
・ 当該課題を解消するための今後の取組 等

○ 当該調査結果等を踏まえ、必要な助言等を行うとと
もに、構想区域の効果的な事例（内容、検討プロセス
等）の周知等により、都道府県に更なる取組を促す。

○ 地域医療連携推進法人の改正について、施行に向け
て、周知を含めた必要な準備を進めていく。

○ 2026年度以降の地域医療構想の取組について、今後、
中長期的課題を整理して検討していく。
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●関連する改革項目とその進捗等について （４）少子高齢化・人口減少時代における医療・介護サービスの提供体制

②かかりつけ医機能が発揮される制度整備の実効性を伴う着実な推進に向けた対応

進捗状況
（遅れている場合はその要因）

今後の取組方針

②について
かかりつけ医機能が発揮される制度整備について、令

和５年５月に改正医療法が成立。同年９月に社会保障審
議会医療部会において議論を行い、10月に新たな検討会
を立ち上げ、かかりつけ医機能が発揮される制度整備の
施行に向けた検討を開始した。

②について
令和７年４月のかかりつけ医機能報告制度の施行に

向けて、令和６年の夏頃に検討の取りまとめを行い、
令和６年度中に改正医療法に基づく省令・告示改正、
かかりつけ医機能報告に係るシステム構築の準備等を
行う。
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●関連する改革項目とその進捗等について （４）少子高齢化・人口減少時代における医療・介護サービスの提供体制

③診療報酬・介護報酬同時改定に向け骨太2023に掲げた課題への検討状況（人材確保の必要性を踏ま
えた物価・賃金上昇への対応状況を含む）

進捗状況
（遅れている場合はその要因）

今後の取組方針

③について
〇 中央社会保険医療協議会や社会保障審議会介護給付費
分科会等において、令和６年度同時改定に向けた議論を
行っているところ。
特に、同時改定であることも踏まえ、医療・介護の関

係者らとの意見交換会（「令和６年度の同時報酬改定に
向けた意見交換会」）を本年３月～５月にかけて、３回
実施した。

○ 令和５年９月の社会保障審議会医療保険部会及び医療
部会において令和６年度診療報酬改定の基本方針につい
ての議論を開始した。

○ 令和５年10月の社会保障審議会介護給付費分科会にお
いて、令和６年度介護報酬改定に向けた基本的な視点に
ついて議論した。

○ 令和５年８月の障害福祉サービス等報酬改定検討チー
ムにおいて、令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に
向けた主な論点を提示し、報酬改定に関する議論を進め
ている。

○ 今般の経済対策において、2024 年度の医療・介護・
障害福祉サービス等報酬の同時改定での対応を見据えつ
つ、喫緊の課題に対応するため、人材確保に向けて賃上
げに必要な財政措置を早急に講ずること等を記載してい
る。

③について
〇 昨今の高水準となる賃上げの動向や人材確保の状況、
物価高騰の状況等を踏まえた対応も極めて重要な課題。

〇 令和６年度度診療報酬・介護報酬・障害福祉サービ
ス等報酬の同時改定においては、物価高騰や賃金上昇、
経営の状況、人材確保の必要性、患者・利用者負担・
保険料負担への影響を踏まえ、患者・利用者が必要な
サービスを受けられるよう、必要な対応を行っていく
ことが求められる。

〇 地域包括ケアシステムの更なる推進のための医療・
介護・障害サービスの連携等の課題等に対応すること
も重要。

〇 上記の観点や左記の基本方針等及び経済対策の対応
を踏まえつつ、令和６年度の同時改定に向けた議論を
進めていく。
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●関連する改革項目とその進捗等について （４）少子高齢化・人口減少時代における医療・介護サービスの提供体制

④医療従事者についてのタスク・シフト／シェア、ICT活用

進捗状況
（遅れている場合はその要因）

今後の取組方針

④について
○ これまでも、医師の負担を軽減しつつ、医療関係職種がより専
門性を活かせるように医療関係職種の業務範囲の見直しを行うと
ともに、令和３年９月には現行制度の下で実施可能なタスクシフ
ティング等の範囲を整理しているところ。

○ また、病院長等に対する労務管理に関するマネジメント研修に
おいて、タスクシフティング等を含めた働き方改革の好事例の普
及展開を実施している（令和４年度：約60回開催、受講者数は約
2,000人）。

○ 更に、タスクシフティング等を含めた医療機関における勤務環
境の改善に向けた取組を支援するため、地域医療介護総合確保基
金による支援を実施。

○ 令和４年９月に、薬局内の他、当該薬局における調剤に従事す
る薬剤師と相互に連絡をとることができる場所に置いてもオンラ
イン服薬指導をできることとした。

〇 適切なオンライン診療の普及に向けた「オンライン診療の適切
な実施に関する指針」の情報セキュリティに係る項目等について、
令和５年３月に見直しを実施した。

○ また、オンライン診療の幅広く適正な推進に向けて、「オンラ
イン診療その他の遠隔医療の推進に向けた基本方針」を令和５年
６月に発出するとともに、遠隔医療の活用に関する事例集を作成
し、都道府県・関係団体等に周知した。

④について
○ 医療従事者についてのタスク・シフト／シェアについては、
引き続き、病院長等に対する労務管理に関するマネジメント研
修において、病院長等の意識改革に取り組むとともに、タスク
シフティング等を含めた働き方改革の好事例の普及展開を実施
する。

○ また、医師の働き方改革に係る普及啓発事業等を通じ、国民
の理解の増進に努める。

○ さらに、社会保障審議会の医療部会・医療保険部会における
令和６年度診療報酬改定の基本方針に向けた議論において、具
体的方向性として、医療における働き方改革やタスク・シェア
リング／タスク・シフティングの必要性も示されていることを
踏まえ、令和６年度診療報酬改定について中央社会保険医療協
議会（中医協）において具体的な検討を進める。

○ オンライン診療については、「オンライン診療その他の遠隔
医療の推進に向けた基本方針」に基づき、医療機関が導入時に
参考とできるような手引書等の作成を行う。

○ また、国民・患者への周知広報資料の作成、オンライン診療
の有用性等に関するエビデンス収集・構築に向けた調査研究の
推進等に取り組む。
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●関連する改革項目とその進捗等について （３）予防・健康づくりの推進、給付と負担の見直し
⑤リフィル処方箋の普及に向けた対応

進捗状況
（遅れている場合はその要因）

今後の取組方針

⑤について
○ 医療機関等に関する取組

リフィル処方箋については、令和４年度診療報酬改定の
答申書附帯意見において「改定による影響の調査・検証を
行う」こととされており、同改定の検証調査において、リ
フィル処方箋の実施状況について調査し、令和４年度調査
の結果を令和５年３月に、また、令和５年度調査の結果を
令和５年11月に、中医協に報告した。

○ 都道府県に関する取組
第４期医療費適正化計画の基本方針において、リフィル

処方箋について必要な取組の検討・実施により活用を進め
る必要があること、その際、分割調剤等その他の長期処方
も併せて取り組むことも重要であることを記載した。

○ 保険者に関する取組
国民健康保険の保険者努力支援制度における令和６年度

指標として、市町村が被保険者に対してリフィル処方箋に
関する周知・啓発の取組を実施した場合に評価対象とする
指標を設定。

⑤について
○ 医療機関等に関する取組

調査結果を踏まえ、適切な運用や活用策について、検
証調査の結果や「経済財政運営と改革の基本方針
2023」を踏まえつつ、令和６年度診療報酬改定に向け
た議論の中で検討していく。

○ 都道府県に関する取組
今後、第４期医療費適正化計画の基本方針に基づき、

都道府県において都道府県医療費適正化計画を策定して
いく。

○ 保険者に関する取組
引き続き、保険者努力支援制度等を活用しつつ、保険

者による被保険者への働きかけを進めていく。あわせて、
保険者努力支援制度等の更なる活用についても検討して
いく。
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●関連する改革項目とその進捗等について （４）少子高齢化・人口減少時代における医療・介護サービスの提供体制

⑥保有資産の状況なども踏まえた経営状況の見える化の推進等による賃上げや業務負担軽減への取組

進捗状況
（遅れている場合はその要因）

今後の取組方針

⑥について
〇 医療法人・介護サービス事業者に対して、経営情報の
報告を求めるとともに、国で当該情報に関するデータ
ベースを整備する旨を規定した「全世代対応型の持続可
能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部
を改正する法律」を公布済み（令和５年５月19日）
医療法人に関しては、令和５年８月以降の決算法人を

対象に施行済み。

○ （看護職員）診療報酬上の看護職員処遇改善評価料に
ついて、令和４年度の実績を中医協に報告。（令和５年
10月27日）
（介護職員）令和４年度介護従事者処遇状況等調査に

より、令和３年12月、令和４年９月・12月時点の介護職
員等の給与等について調査済み。（令和５年６月16日公
表）

○ 今般の経済対策において、2024 年度の診療報酬・介
護報酬の同時改定での対応を見据えつつ、喫緊の課題に
対応するため、人材確保に向けて賃上げに必要な財政措
置を早急に講ずることとした。

⑥について
○ 介護サービス事業者に関しては、法律の円滑な施行
（令和６年４月１日）に向けた経営情報データベース
の構築に関する調査研究事業の実施のほか、保有資産
の状況なども踏まえた経営状況の見える化の対応につ
いても検討中。

○ 看護職員・介護職員の処遇改善等については、今般
の経済対策における対応を踏まえつつ、今後、関係審
議会において議論・検証し、令和６年度報酬改定にお
いて取りまとめ予定。

○ 令和６年度報酬改定や続く⑦の取組を通じ、賃上げ
や業務負担軽減の取組を推進。
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●関連する改革項目とその進捗等について （４）少子高齢化・人口減少時代における医療・介護サービスの提供体制
⑦介護現場の生産性向上、介護ロボット・ＩＣＴ機器の導入等テクノロジーの導入・活用、協働化・
大規模化

進捗状況
（遅れている場合はその要因）

今後の取組方針

⑦について
○ 令和２年８月に、生産性向上に効果的なテクノロジーの普及をより強力に進めていくため、①介

護現場と開発企業の一元的な相談窓口、②開発実証拠点であるリビングラボのネットワーク、③
介護現場における実証フィールドからなるプラットフォームを構築し、令和５年度時点で、全国
に相談窓口を16箇所、リビングラボを８箇所設置。また、令和５年９月末時点において８件の実
証を実施。

○ 令和５年度も生産性向上に係るガイドラインの取組内容に関する全国セミナーを実施。また、地
域医療介護総合確保基金を活用した介護ロボット導入支援事業・ICT導入支援事業についても継続
して実施。

○ 令和５年８月に「介護職員の働きやすい職場環境づくり内閣総理大臣表彰・厚生労働大臣表彰」
を行い、表彰式を通じた好事例の普及を図った。

○ 令和６年度報酬改定に向けて、令和５年度実証事業として介護ロボット等による生産性向上の取
組に関する効果測定事業を実施し、テクノロジーの活用によるケアの質の確保、職員の負担軽減
等に関するエビデンスデータを収集・蓄積。介護給付費分科会において、引き続き議論中。

〇 第９期介護保険事業（支援）計画の基本指針案の中において、介護サービス事業者の経営の協働
化・大規模化が人材や資源を有効に活用するための有効な手段の一つである旨及び既存施設や事
業所の今後の在り方を含めて検討することが必要である旨を明記。また、令和５年９月の社会保
障審議会介護給付費分科会において検討を開始。

○ 「電子申請・届出システム」の使用を基本原則化するための省令等改正や地方公共団体への伴走
支援、システムの改修を実施。

○ 自治体や事業者団体を通じた説明会等による普及促進、ヘルプデスク機能の設置等、ケアプラン
データ連携システムの活用促進に向けた取組を実施。

○ そのほか、生産性向上に関するワンストップ窓口の全都道府県設置を目指すなど、介護現場にお
ける生産性向上の取組を推進するため、令和５年介護保険法改正により、都道府県に対し、介護
事業所・施設の生産性向上に資する取組が促進されるよう努める旨の努力義務規定を新設。

⑦について
○ 相談窓口、リビングラボ等の取組を周知し活用の促進を図ること

により、介護現場と開発企業の相互理解を深めるとともに、使い
やすい機器の開発等につなげるため、引き続き実証を進めていく。

○ 介護現場の生産性向上の取組を推進するため、引き続きセミナー
等で具体的な取組方法について普及促進を図りつつ、業務改善に
効果的な介護ロボット・ICTの導入支援を実施。

○ 令和６年度以降も「介護職員の働きやすい職場環境づくり内閣総
理大臣表彰・厚生労働大臣表彰」を行い、好事例の普及促進を図
る。

○ 引き続き実証事業の対象となる介護施設の種類を拡大するなど介
護現場から得られるエビデンスデータの充実を図る。また、サー
ビスの質向上や介護職員の負担軽減を進める観点から、デジタル
行財政改革の議論も踏まえて、KPIを設定した上で、テクノロジー
等を活用した介護現場の生産性向上の取組を推進するほか、経営
の協働化・大規模化の推進や一定の要件を満たす高齢者施設にお
ける人員配置基準の特例的な柔軟化を含め、令和６年度介護報酬
改定等の議論の過程で検討。

○ 令和７年度末までに全地方公共団体における電子申請・届出シス
テムの利用開始に向けて、引き続き地方公共団体への伴走支援等
を行いながら、システムの早期利用開始の地方公共団体数拡大に
向けた取組を実施。

○ ケアプランデータ連携システムの利用事業所を拡大するため、引
き続き普及促進を図るとともに、利便性向上に資するためのシス
テム改修を実施。

○ 「介護」がデジタル行財政改革の重点分野の１つとして掲げられ
たことを踏まえ、デジタルを活用した介護現場における生産性向
上の取組を一層進めていく。
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全医療機関

（N=12,666）

再検証対象医療機関

（N=436）

新公立病院改革プラン・公立病院経営

強化プラン対象病院（再検証対象除く）

（N=565）

公的等2025プラン対象病院（再検証対

象除く）

（N=699）

その他の医療機関

（N=10,990）

医療機関の区分別にみた対応方針の協議状況

対象外

協議・検証未開始

協議・検証中

合意・検証済

合意・検証済の結果に基

づき措置済

※公立、公的及び公立・公的以外には、再検証対象を含まない。

地域医療構想調整会議における対応方針の検討状況（令和５年３月時点）
○ 全ての医療機関の対応方針の措置済を含む「合意･検証済」の割合は医療機関単位で60％、病床単位で76％となっている。
○ 再検証対象医療機関の対応方針の措置済を含む「検証済」の割合は医療機関単位で58%、病床単位で62％となっている。
○ 再検証対象医療機関を除く新公立病院改革プラン・公立病院経営強化プラン対象病院の対応方針の措置済を含む「合意済」の割
合は医療機関単位で99％、病床単位で99％となっている。

○ 再検証対象医療機関を除く公的等2025プラン対象病院の対応方針の措置済を含む「合意済」の割合は医療機関単位で97％、病
床単位で99％となっている。

○ その他の医療機関の対応方針の措置済を含む「合意済」の割合は医療機関単位で55％、病床単位で64％となっている。

再検証対象 公立※ 公的※ その他全医療機関

99％ 99％ 97％ 99％

60％

76％

58％ 62％
55％

64％

医政局地域医療計画課調べ（一部精査中）※再検証対象医療機関の「対象外」には既に病床を有さなくなった医療機関も含まれるため一律に全医療機関の合計に計上していない。

※医療機関には有床診療所を含む。 30



89.6
万床

※1

2015年度病床機能報告

合計 119.0万床

89.3
万床

0.1万床増

0.8万床減

1.0万床増

1.2万床減

約0.9万床減

2022年度病床機能報告

合計 119.9万床

88.9
万床

２０２２年度病床機能報告について

合計 125.1万床
2025年見込2022年

76.5
万床

1.2万床減

6.3万床減

6.9万床増

4.6万床減

69.0
万床

68.3
万床

2015年

※1：2022年度病床機能報告において、「2025年7月1日時点における病床の機能の予定」として報告された病床数
※2：対象医療機関数及び報告率が異なることから、年度間比較を行う際は留意が必要

（報告医療機関数/対象医療機関数（報告率） 2015年度病床機能報告：13,885/14,538（95.5％）、2022年度病床機能報告：12,171/12,590（96.7％））
※3：端数処理をしているため、病床数の合計値が合わない場合や、機能ごとの病床数の割合を合計しても100％にならない場合がある
※4：平成25年度(2013年度) のＮＤＢのレセプトデータ 及びＤＰＣデータ、国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口（平成25年(2013年）3月中位推計）』等を

用いて推計
※5：高度急性期のうちICU及びHCUの病床数（*）：18,399床（参考 2021年度病床機能報告：19,645床）

*救命救急入院料1～4、特定集中治療室管理料1～4、ハイケアユニット入院医療管理料1・2のいずれかの届出を行っている届出病床数
※6：病床機能報告の集計結果と将来の病床の必要量は、各構想区域の病床数を機械的に足し合わせたものであり、また、それぞれ計算方法が異なることから、単純に比較

するのではなく、詳細な分析や検討を行った上で地域医療構想調整会議で協議を行うことが重要。

出典：2022年度病床機能報告

地域医療構想における2025年の病床の必要量
（入院受療率や推計人口から算出した2025年の医
療需要に基づく推計（平成28年度末時点））

53.1
万床

合計 119.1万床

※4 ※6（各医療機関が病棟単位で報告） （各医療機関が病棟単位で報告）※6※6

90.6
万床

慢性期
35.5万床 (28%)

慢性期
30.8万床 (26%)

慢性期
29.6万床 (25%)

慢性期
28.4万床 (24%)

回復期
13.0万床 (10%)

回復期
19.9万床 (17%)

回復期
21.0万床 (18%)

回復期
37.5万床 (31%)

急性期
59.6万床 (48%)

急性期
53.3万床（45%）

急性期
52.5万床 (44%)

急性期
40.1万床 (34%)

高度急性期
16.9万床 (14%) 高度急性期

15.7万床 (13%)
高度急性期

15.8万床（13%）

高度急性期
13.0万床 (11%)
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乖離率
（②/⑤）

乖離率
（④/⑤）

変化率
（⑥/①）

合計 339 1,250,751 59,930 +5.0% 1,198,648 7,827 +0.7% 1,190,821 ▲52,103 ▲4.2%
2015年に必要量と比べて
少なかった構想区域

76 523,709 ▲67,239 ▲11.4% 524,431 ▲66,517 ▲11.3% 590,948 722 +0.1%

2015年に必要量と比べて
多かった構想区域

263 727,042 127,169 +21.2% 674,217 74,344 +12.4% 599,873 ▲52,825 ▲7.3%

合計 47 169,466 39,011 +29.9% 157,261 26,806 +20.5% 130,455 ▲12,205 ▲7.2%
2015年に必要量と比べて
少なかった都道府県

11 31,257 ▲2,818 ▲8.3% 34,683 608 +1.8% 34,075 3,426 +11.0%

2015年に必要量と比べて
多かった都道府県

36 138,209 41,829 +43.4% 122,578 26,198 +27.2% 96,380 ▲15,631 ▲11.3%

合計 339 596,137 195,505 +48.8% 533,476 132,844 +33.2% 400,632 ▲62,661 ▲10.5%
2015年に必要量と比べて
少なかった構想区域

13 36,920 ▲5,404 ▲12.8% 36,569 ▲5,755 ▲13.6% 42,324 ▲351 ▲1.0%

2015年に必要量と比べて
多かった構想区域

326 559,217 200,909 +56.1% 496,907 138,599 +38.7% 358,308 ▲62,310 ▲11.1%

合計 339 130,481 ▲244,765 ▲65.2% 199,495 ▲175,751 ▲46.8% 375,246 69,014 +52.9%
2015年に必要量と比べて
少なかった構想区域

334 129,099 ▲245,054 ▲65.5% 198,538 ▲175,615 ▲46.9% 374,153 69,439 +53.8%

2015年に必要量と比べて
多かった構想区域

5 1,382 289 +26.4% 957 ▲136 ▲12.4% 1,093 ▲425 ▲30.8%

合計 339 354,667 70,179 +24.7% 308,416 23,928 +8.4% 284,488 ▲46,251 ▲13.0%
2015年に必要量と比べて
少なかった構想区域

74 78,867 ▲11,764 ▲13.0% 77,523 ▲13,108 ▲14.5% 90,631 ▲1,344 ▲1.7%

2015年に必要量と比べて
多かった構想区域

265 275,800 81,943 +42.3% 230,893 37,036 +19.1% 193,857 ▲44,907 ▲16.3%

病
床
機
能
計

高
度
急
性
期

急
性
期

回
復
期

慢
性
期

地域数

2015年 2022年 【参考】
変化数（2015年→2022年）

⑥（③－①）
2025年必要量

⑤病床数
①

必要量との乖離
②（①－⑤） 病床数

③

必要量との乖離
④（③－⑤）

2025年の必要量との乖離及び病床数の変化
○ 2015年から2022年にかけて、病床機能計の乖離率（必要量との乖離/必要量）は＋5.0%から＋0.7%に縮小しており、必要
量に近づいている。

○ また、病床機能別にみても、以下のとおり、４機能それぞれにおいて乖離率は縮小しており、必要量に近づいている。
・高度急性期 ＋29.9% → ＋20.5% ・急性期 ＋48.8% → ＋33.2%
・回復期 ▲65.2% → ▲46.8% ・慢性期 ＋24.7% → ＋ 8.4%

資料出所：病床機能報告
※１ 2015年と2022年では報告率が異なっていることから、年度間の比較には留意が必要。（2015年：95.5％、2022年：96.7％）
※２ 病床機能報告の集計結果と将来の病床数の必要量は計算方法が異なることから、単純に比較するのではなく、詳細な分析や検討を行った上で地域医療構想調整会議

で協議を行うことが重要。
※３ 高度急性期は診療密度が特に高い医療を提供することが必要であり、必ずしも構想区域で完結することを求めるものではないため、都道府県単位でみている。
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2025年の必要量との乖離（構想区域別/急性期）

【乖離率】

【乖離数】

○ 急性期について、病床機能報告上の病床数と2025年の必要量との乖離の変化（2015年→2022年）を構想区域別にみると、乖
離率・乖離数いずれでみても、全体として、乖離は縮小している傾向にある。

33

必要量より
多い

必要量より
少ない

必要量より
多い

必要量より
少ない

資料出所：病床機能報告
※１ 2015年と2022年では報告率が異なっていることから、年度間の比較には留意が必要。（2015年：95.5％、2022年：96.7％）
※２ 病床機能報告の集計結果と将来の病床数の必要量は計算方法が異なることから、単純に比較するのではなく、詳細な分析や検討を行った上で地域医療構想調整会議

で協議を行うことが重要。



2025年の必要量との乖離（構想区域別/回復期）

【乖離率】

【乖離数】

○ 回復期について、病床機能報告上の病床数と2025年の必要量との乖離の変化（2015年→2022年）を構想区域別にみると、乖
離率・乖離数いずれでみても、全体として、乖離は縮小している傾向にある。

34
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資料出所：病床機能報告
※１ 2015年と2022年では報告率が異なっていることから、年度間の比較には留意が必要。（2015年：95.5％、2022年：96.7％）
※２ 病床機能報告の集計結果と将来の病床数の必要量は計算方法が異なることから、単純に比較するのではなく、詳細な分析や検討を行った上で地域医療構想調整会議

で協議を行うことが重要。



P DCAサイクル等による地域医療構想の推進について

第三 医療提供体制の確保に係る目標に関する事項
二 目標設定に関する国と都道府県の役割
３ 地域医療構想に係る目標設定

都道府県は、将来における地域の医療提供体制の確保のため、地域医療構想（法第三十条の四第二項第七号に規定する将来の医療提供体制に関
する構想をいう。以下同じ。）の実現に向けた取組を着実に進めることが重要であることから、診療に関する学識経験者の団体その他の医療関係者、
医療保険者その他の関係者（第六及び第七において「関係者」という。）との協議の場（以下「地域医療構想調整会議」という。）における協議の
結果を踏まえ、当該構想区域（同号に規定する区域をいう。第五の一において同じ。）において担うべき医療機関としての役割及び当該医療機関が
有するべき医療機能ごとの病床数を含む今後の対応方針（以下「対応方針」という。）の策定率等の目標について、毎年度、当該目標の達成状況の
分析及び評価等を行うものとする。

第五 地域医療構想に関する基本的な事項
二 地域医療構想に関する国と都道府県の役割

都道府県は、策定した地域医療構想の達成に向けた取組を進めるに当たって、構想区域等（法第三十条の十四第一項に規定する構想区域等をい
う。第六及び第七において同じ。）ごとに、地域医療構想調整会議を設け、当該会議での議論を通じて、地域における病床の機能の分化及び連携並
びに在宅医療を推進していくことが必要である。これらの推進に当たり、都道府県は、地域医療構想調整会議における協議の実施状況を公表するも
のとする。
国は、必要な情報の整備や都道府県職員等に対する研修のほか、都道府県におけるデータの活用や医療介護総合確保法に基づく地域医療介護総

合確保基金の活用に係る支援など、都道府県の地域医療構想の達成に向けた取組の支援を行うものとする。

第六 地域における病床の機能の分化及び連携並びに医療を受ける者に対する病床の機能に関する情報の提供の推進に関する基本的な事項
一 地域における病床の機能の分化及び連携の基本的考え方

地域における病床の機能の分化及び連携については、地域の医療機関の自主的な取組及び医療機関相互の協議により推進していくことが前提と
なる。このため、都道府県は、法第三十条の十三第一項の規定による報告（以下「病床機能報告」という。）の結果等により毎年度進捗を把握し、
公表するとともに、構想区域等ごとに設置する地域医療構想調整会議において、関係者との連携を図りつつ、必要な事項について協議を行うことが
必要である。その際、構想区域等における将来の医療提供体制を構築していくための方向性を共有するため、医療機関の役割を明確化することや将
来的に病床機能の転換を予定している医療機関の役割を確認すること等が必要である。あわせて、地域医療構想調整会議における協議の結果を踏ま
えた対応方針の策定率を公表することとする。また、都道府県は、法第七十条の五第一項に規定する地域医療連携推進法人の認定、地域医療介護総
合確保基金の活用等により、医療機関の自主的な機能分化及び連携に向けた取組を支援することが必要である。
さらに、都道府県は、地域医療構想調整会議における協議の実施状況や対応方針の策定率等を踏まえ、将来の病床数の必要量と病床機能報告に

より報告を受けた病床数に著しく差が生じている場合には、その要因について、当該構想区域等における医療提供体制を踏まえて分析及び評価を行
い、その結果を公表するとともに、必要な対応について検討することとする。
国は、都道府県の地域医療構想の達成に向けた取組を支援するとともに、地域における病床の機能の分化及び連携を更に実効性あるものとする

ため、病床機能報告の在り方を検討して見直しを行い、地域の医療需要に円滑に対応できる人員配置等を調えることの検討を進めるものとする。
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P DCAサイクル等による地域医療構想の推進について
～地域医療構想の進め方について（令和５年３月31日付け医政地発0331第１号厚生労働省医政局地域医療計画課長通知）のポイント～

「第８次医療計画等に関する意見のとりまとめ」（令和４年12 月28 日）等を踏まえ、都道府県において、毎年度、対応方針の策定率等を
目標としたPDCAサイクルを通じて地域医療構想を推進することとする。

（１）年度目標の設定
 毎年度、構想区域ごとに立てる地域医療構想の推進に係る目
標については、以下のとおり設定する。
・ 対応方針の策定率が100％未満の場合には、対応方針の策定率

※2022年度・2023年度において対応方針の策定や検証・見直しを行うこととさ
れていることに留意。

・ 既に100％に達している場合等には、合意した対応方針の実施率

 対応方針の策定の前提として、病床機能報告の報告率が100％
でない場合には、未報告医療機関に対し、報告を求める。

（２）地域医療構想の進捗状況の検証

 病床機能報告上の病床数と将来の病床の必要量について、デー
タの特性だけでは説明できない差異（※）が生じている構想区
域において、地域医療構想調整会議で要因の分析・評価を実施。
※病床機能報告が病棟単位であることに起因する差異や、地域の実情に応じた定量的
基準の導入により説明できる差異を除いたもの。

 人員・施設整備等の事情で、2025年までに医療機能の再編の取
組が完了しない場合には、完了できない事情やその後の見通し
について具体的な説明を求める。

（３）検証を踏まえて行う必要な対応

 非稼働病棟等について、以下の通り対応する。
・ 病床機能報告から把握した非稼働病棟については、非稼働の理由及び当該病棟の今後の運用見通しに関する計画につい
て、地域医療構想調整会議での説明を求める。その際、当該病棟の再稼働の見込みについては、医療従事者の確保の具体
的な見込み等も含めて詳細な説明を求め、十分議論する。また、病床過剰地域においては、医療法に基づく非稼働病床の
削減命令・要請等を行う。

・ 病棟単位では非稼働となっていないが、非稼働となっている病床数や病床稼働率の著しく低い病棟についても把握し、
その影響に留意する。

 非稼働病棟等への対応のみでは不十分である場合には、構想区域全体の2025年の医療提供体制について改めて協
議を実施し、構想区域の課題を解決するための年度ごとの工程表（KPIを含む。）を策定・公表。

 その他、地域医療構想調整会議の意見を踏まえ、必要な対応を行うこと。

進捗状況
の検証

必要な対応

目標設定
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● 対象となるのは、「複数医療機関の医療機能再編等事例」とし、以下①②の事例も対象となり得る。
① 再検証対象医療機関が対象となっていない再編統合事例
② 複数区域にまたがる再編統合事例

選定対象２

支援内容３

● 「重点支援区域」は、都道府県からの申請を踏まえ、厚生労働省において選定する。なお、選定は複数回行うこととする。
● 都道府県は、当該区域の地域医療構想調整会議において、重点支援区域申請を行う旨合意を得た上で、「重点支援区域」に申請を行うものとする。

● 重点支援区域に対する国による技術的・財政的支援は以下を実施。
【技術的支援】
・地域の医療提供体制や、医療機能再編等を検討する医療機関に
関するデータ分析

・関係者との意見調整の場の開催 等

【財政的支援】
・地域医療介護総合確保基金の優先配分
・病床機能の再編支援を一層手厚く実施

基本的な考え方１

● 重点支援区域の申請または選定自体が、医療機能再編等の方向性を決めるものではない上、重点支援区域に選定された後も医療機能再編等の結論
については、あくまでも地域医療構想調整会議の自主的な議論によるものであることに留意が必要。

● これまでに以下の13道県20区域の重点支援区域を選定。（うち４区域は再編済）

重点支援区域について

【２回目（令和２年８月25日）選定】
・北海道（南空知区域、南檜山区域）
・新潟県（県央区域）
・兵庫県（阪神区域）
・岡山県（県南東部区域）
・佐賀県（中部区域）
・熊本県（天草区域）

【３回目（令和３年１月22日）選定】
・山形県（置賜区域）
・岐阜県（東濃区域）

【４回目（令和３年12月3日）選定】
・新潟県（上越区域、佐渡区域）
・広島県（尾三区域）

【５回目（令和４年４月27日）選定】
・山口県（下関区域）

【６回目（令和５年３月24日）選定】
・青森県（青森区域）

【７回目（令和５年９月８日）選定】
・熊本県（阿蘇区域）

【１回目（令和２年１月31日）選定】
・宮城県（仙南区域、石巻・登米・気仙沼区域）
・滋賀県（湖北区域）
・山口県（柳井区域、萩区域）

選定区域５

重点支援区域設定の要否４

● 全ての都道府県に対して重点支援区域の申請の意向の有無を聴取。
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重点支援区域の事例①(再編済)

○ 尾三構想区域は、全国又は県内と比較しても早いスピードで人口減少や高齢化が進んでいる。今後の医療需要を踏まえて、医療体制を
見直すとともに、安定的に医師を確保する必要がある。

○ 人口 10 万人あたりの病院数・病床数は多い一方、１病院あたりの医師数が少なく、資源が分散している状況にあり、二次救急の体制
維持に不安がある。限られた医療資源を集約化することで、効率的かつ持続可能な医療提供体制を構築することを目指す。

構想区域における課題

広島県尾三構想区域（令和３年12月選定）

効果

○ 消化器病センターを新設し、診断と治療を強化し消化器疾患全般をカバーできるよう強化した。統合後１年目に三原赤十字病院の対応
患者の割合の伸びが見られ、月によっては三原市内の52.8％と高い対応割合となった。

○ 統合により医師・看護師などの医療スタッフが充実し、救急対応能力の強化につながった。三原市内での救命救急センターへの中継機
能の強化が図られ、救急搬送事例における医療圏内での完結率も95％前後の対応を維持している。

国の主な支援内容
○ 地域医療介護総合確保基金による財政的支援
○ 再編統合後の効果検証として、DPC症例数の推移、救急受入件数・割合、地域内需要に対する割合、人員確保の状況に関する定期的な
フォローアップ

対象医療機関：２病院

総合病院三原赤十字病院、三菱三原病院

再編内容

三原赤十字病院 197床
（急106床・回91床）

三菱三原病院 81床
（急81床）

対象医療機関の機能別病床数（再編前）

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 4機能計
０床 187床 91床 ０床 278床

再編前 再編後

三原赤十字病院 232床
（急141床・回91床）

対象医療機関の機能別病床数（再編後）

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 4機能計
０床 141床 91床 ０床 232床

統 合

令和４年４月
新病院開院
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○ 新米沢市立病院は、救急医療体制の維持・強化を含めた急性期医療の充実を図り、新三友堂病院は、回復期医療を充実させつつ、緩
和ケア、慢性期の人工透析等の地域に必要とされる医療の充実を図る見込み。

○ 医療機能を集約しながら、両病院が連携し、急性期医療と回復期医療の連携強化・充実が図られると見込まれる。

効果

重点支援区域の事例②(再編済)

○ 置賜構想区域は県平均を下回って少子高齢化や人口減少が進み、更に医師不足が問題となっている。
○ 医師不足により、救急医療の体制維持に課題があり、医療機能の見直しが必要である。

構想区域における課題

山形県置賜構想区域（令和３年１月選定）

再編内容

国の主な支援内容

対象医療機関：３病院

米沢市立病院、三友堂病院、三友堂リハビリテーションセンター

○ 病棟別患者数の推計及び分析
○ 地域医療介護総合確保基金による財政的支援

対象医療機関の機能別病床数（再編後）

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 4機能計
18床 245床 177床 22床 462床

米沢市立病院 322床
（高5床・急263床・回54床）

三友堂リハビリテーションセンター 120床
（回120床）

三友堂病院 185床
（高5床・急108床・回58床・慢12床・休2床）

対象医療機関の機能別病床数（再編前）

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 4機能計
10床 371床 232床 12床 625床

再編前 再編後

米沢市立病院 263床
（高18床・急245床）

三友堂病院 199床
（回177床・慢22床）

地域医療連携推進法人

現在の市立病院の敷
地に、双方の新病院
を一体的に整備

急性期を集約

回復期・慢性期を集約

※他（休2床）

令和５年11月
新病院開院
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効果

○ 医療資源、人材の集約化により救急医療の対応を強化し、東濃中部における２次救急医療の完結、３次救急との連携強化が見込まれる。

重点支援区域の事例③(再編中)

○ 東濃構想区域の土岐市と瑞浪市には、類似機能(急性期・救急対応)を持った同規模の病院（土岐市立総合病院、ＪＡ岐阜厚生連東濃中
部医療センター東濃厚生病院）が存在し、慢性的な医師不足が生じている。

○ 急性期病床が供給過剰の一方、回復期病床が不足しており、人口減少に伴う医療需要の減少が見込まれる。

構想区域における課題

岐阜県東濃構想区域（令和３年１月選定）

国の主な支援内容

○ 救急搬送件数等のデータ分析
○ 地域医療介護総合確保基金による財政的支援

再編内容

土岐市立総合病院 350床
（急165床・回60床・休125）

ＪＡ岐阜厚生連東濃中部医療センター東濃厚生病院
270床
（高55床・急215床）

対象医療機関の機能別病床数（再編前）

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 4機能計

55床 380床 60床 ０床 495床

再編前 再編後

（仮称）公立東濃中部医療センター 400床
（高47床・急249床・回84床・慢20床）

対象医療機関の機能別病床数（再編後）

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 4機能計

47床 249床 84床 20床 400床

対象医療機関：２病院

土岐市立総合病院、ＪＡ岐阜厚生連東濃中部医療センター東濃厚生病院

統合

※他（休125床）

令和7年度中
新病院開院予定
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国
消費税財源活用

市
町
村

市町村計画
（基金事業計画）

都
道
府
県

都道府県計画
(基金事業計画)

基金
※国と都道府県の

負担割合２／３、 １／３
（Ⅰ-2 については国10/10）

申
請

事業者等（医療機関、介護サービス事業所等）

交
付

交付

地域医療介護総合確保基金

交付
提出

交付 提
出

申請

地域医療介護総合確保基金の対象事業

都道府県計画及び市町村計画（基金事業計画）
○ 基金に関する基本的事項
・公正かつ透明なプロセスの確保（関係者の意見を反映させる仕組みの整備）
・事業主体間の公平性など公正性・透明性の確保
・診療報酬・介護報酬等との役割分担

○ 都道府県計画及び市町村計画の基本的な記載事項
医療介護総合確保区域の設定※1 ／ 目標と計画期間（原則１年間） ／
事業の内容、費用の額等 ／ 事業の評価方法※2

※1 都道府県は、二次医療圏及び老人福祉圏域を念頭に置きつつ、地域の実情を
踏まえて設定。市町村は、日常生活圏域を念頭に設定。

※2 都道府県は、市町村の協力を得つつ、事業の事後評価等を実施
国は都道府県の事業を検証し、基金の配分等に活用

○ 都道府県は市町村計画の事業をとりまとめて、都道府県計画を作成

○ 団塊の世代が75歳以上となる2025年を展望すれば、病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進、医療・介護従事者の
確保・勤務環境の改善等、「効率的かつ質の高い医療提供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの構築」が急務の課題。

○ このため、平成26年度から消費税増収分等を活用した財政支援制度（地域医療介護総合確保基金）を創設し、各都道府県
に設置。各都道府県は、都道府県計画を作成し、当該計画に基づき事業を実施。

令和５年度予算額：公費で1,763億円
（医療分 1,029億円、介護分 734億円）

Ⅰ-１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

Ⅰ-２ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業

Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業

Ⅲ 介護施設等の整備に関する事業（地域密着型サービス等）

Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業

Ⅴ 介護従事者の確保に関する事業

Ⅵ 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業
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【２.統合支援給付金支給事業】
統合（廃止病院あり）に伴い病床数を減少する場合のコスト等に充当するため、

統合計画に参加する医療機関（統合関係医療機関）全体で減少する病床１床当た
り、病床稼働率に応じた額を支給（配分は統合関係医療機関全体で調整）
※重点支援区域として指定された関係医療機関については一層手厚く支援
※統合関係医療機関の対象３区分の総病床数が10％以上減少する場合に対象

病床機能再編支援事業（地域医療介護総合確保基金事業区分Ⅰ－２）

○中長期的な人口減少・高齢化の進行を見据えつつ、今般の新型コロナウイルス感染症への対応により顕在化した地域医療の
課題への対応を含め、地域の実情に応じた質の高い効率的な医療提供体制を構築する必要がある。

〇こうした中、地域医療構想の実現を図る観点から、地域医療構想調整会議等の意見を踏まえ、自主的に行われる病床減少を伴
う病床機能再編や、病床減少を伴う医療機関の統合等に取り組む際の財政支援*1を実施する。

○令和２年度に予算事業として措置された本事業について法改正を行い、新たに地域医療介護総合確保基金の中に位置付け、
引き続き事業を実施する。【補助スキーム：定額補助（国１０／１０）】

【１.単独支援給付金支給事業】
病床数の減少を伴う病床機能再編に関する計画を作成した医療機関（統合によ

り廃止する場合も含む）に対し、減少する病床1床当たり、病床稼働率に応じた額
を支給
※病床機能再編後の対象３区分*2の許可病床数が、平成30年度病床機能報告における
対象３区分として報告された稼働病床数の合計の90％以下となること

【３.債務整理支援給付金支給事業】
統合（廃止病院あり）に伴い病床数を減少する場合において、廃止される医

療機関の残債を統合後に残る医療機関に承継させる場合、当該引継債務に発生す
る利子について一定の上限を設けて統合後医療機関へ支給
※統合関係医療機関の対象３区分の総病床数の10％以上減少する場合に対象
※承継に伴い当該引継ぎ債務を金融機関等からの融資に借り換えた場合に限る

病床200床

「単独医療機関」の取組に対する財政支援
再編

減少する病床数
について支給

Ａ病院：200床

Ｂ病院：100床
廃止（廃業）

統合後のＡ総合病院
250床

純減した50床について支給
配分はＢ病院を含めた統合
関係医療機関全体で調整

*1 財政支援 ･･･使途に制約のない給付金を支給
*2 対象３区分･･･高度急性期機能、急性期機能、慢性期機能

病床150床

債務

金利

債務 承継
引き継いだ債務の
利子負担を軽減

利子
総額

支給

廃止となる病院 統合後の病院

統合

計画
作成

統合関係医療機関

令和５年度予算額：地域医療介護総合確保基金（医療分）
公費1,029億円の内数（195億円）

計画
作成「複数医療機関」の取組に対する財政支援
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地域医療連携推進法人制度の見直し

（※）参加法人等は、区域内の病院、診療所、介護老人保健施設、介護医療院を開設する法人又は個人のほか、介護事業その他地域
包括ケアシステムの構築に資する事業に係る施設を開設する法人又は個人（営利を目的とする法人等を除く）。

都
道
府
県
医
療
審
議
会

意
見
具
申

社員総会
（連携法人に関する事項

の決議）

地域医療連携推
進評議会

意見具申理事会
連携法人の
業務執行 都

道
府
県
知
事

認
定
・
監
督個人立の医療機関・介護事業所等が参加法人等である新たな仕組みは、

• 診療科・病床の再編（病床特例の適用）、医師等の共同研修、医薬品等の共同購入等の医療連携推進業務を行うが、参加
法人等への資金貸付や関連事業者への出資は不可

• 外部監査の実施等といった、連携法人の一部の事務手続きを緩和

(例)社会福祉
法人Ｄ

(例)医療法人
Ａ

病院
介護
施設

(例)自治体
B

病院

（例）個人
開業医Ｅ

診療所

(例)大学Ｃ

病院

参加法人が重要事項を決定す
る場合に行う、連携法人への
意見照会について、 新たな仕
組みの地域医療連携推進法人
の参加法人等は、意見照会を
一部（※）不要とする。
※①予算の決定又は変更、②借入金借
り入れ、③定款又は寄付行為の変更。

地域医療連携推進法人（新たな仕組み） ※赤字箇所が現行制度との相違点

【見直し内容】
○ 個人立医療機関・介護事業所等の参加を可能とする仕組みを導入
・個人立医療機関は個人用資産と医療用資産の分離が困難であること等に鑑み、カネの融通（「資金の貸付」「出資」）は不可（ヒト・モノのみ）とする。
・カネの融通をしない場合には、公認会計士又は監査法人による外部監査を原則として不要とし、また、参加法人が重要事項を決定する場合の地域医療連携推
進法人への意見照会のうち、一部を不要（※）とする。

（※）意見照会が不要となる事項は①予算の決定又は変更、②借入金借り入れ、③定款又は寄付行為の変更。

○ その他、事務負担の軽減のため、代表理事再任時の手続きを緩和
・具体的には、代表理事の選任時に求められる都道府県知事の認可及びその際の都道府県医療審議会への意見聴取を、再任時には不要とする。

【施行日】令和6年4月1日

参加法人等
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2025年以降における地域医療構想について
○ 地域医療構想については、これまでもPDCAサイクルや都道府県の責務の明確化による取組の推進を
行ってきており、現在の2025年までの取組を着実に進めるために、PDCAも含め責務の明確化による取組
の強化を図っていく。
〇 さらに、2025年以降についても、今後、高齢者人口がピークを迎えて減少に転ずる2040年頃を視野に
入れつつ、新型コロナ禍で顕在化した課題を含め、中長期的課題について整理し、新たな地域医療構想を
策定する必要がある。そのため、現在の取組を進めつつ、新たな地域医療構想の策定に向けた課題整理・
検討を行っていく。

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度

新しい地域医療構
想の検討・取組

現行の地域医療構
想の取組

国における検討・制度的対応 都道府県における
策定作業

構想に基づく取組

新たな構想に
基づく取組

（検討のスケジュールのイメージ）

全世代型社会保障構築会議 議論の中間整理（令和４年５月17日）
６．医療・介護・福祉サービス
○ 今後の更なる高齢化の進展とサービス提供人材の不足等を踏まえると、医療・介護提供体制の改革や社会保障制度基盤の強化の取組は必須

である。まずは、「地域完結型」の医療・介護提供体制の構築に向け、地域医療構想の推進、地域医療連携推進法人の活用、地域包括ケアシステ
ムの整備などを、都道府県のガバナンス強化など関連する医療保険制度等の改革と併せて、これまでの骨太の方針や改革工程表に沿って着実
に進めていくべきである。
加えて、今回のコロナ禍により、かかりつけ医機能などの地域医療の機能が十分作動せず総合病院に大きな負荷がかかるなどの課題に直面し

た。かかりつけ医機能が発揮される制度整備を含め、機能分化と連携を一層重視した医療・介護提供体制等の国民目線での改革を進めるべきで
ある。

2025年までの取組となっている地域医療構想については、第８次医療計画（2024年～）の策定とあわせて、病院のみならずかかりつけ医機能や
在宅医療等を対象に取り込み、しっかり議論を進めた上で、さらに生産年齢人口の減少が加速していく2040年に向けたバージョンアップを行う必要
がある。

令和４年11月28日 第93回社会保障審議会医療部会 資料３-３
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全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための
健康保険法等の一部を改正する法律（令和５年法律第3 1号）の概要

１．こども・子育て支援の拡充【健康保険法、船員保険法、国民健康保険法、高齢者の医療の確保に関する法律等】
① 出産育児一時金の支給額を引き上げる（※）とともに、支給費用の一部を現役世代だけでなく後期高齢者医療制度も支援する仕組みとする。
（※）42万円→50万円に令和５年４月から引き上げ（政令）、出産費用の見える化を行う。
② 産前産後期間における国民健康保険料（税）を免除し、その免除相当額を国・都道府県・市町村で負担することとする。

２．高齢者医療を全世代で公平に支え合うための高齢者医療制度の見直し【健保法、高確法】
① 後期高齢者の医療給付費を後期高齢者と現役世代で公平に支え合うため、後期高齢者負担率の設定方法について、「後期高齢者一人当たりの保険料」と「現役世代
一人当たりの後期高齢者支援金」の伸び率が同じとなるよう見直す。

② 前期高齢者の医療給付費を保険者間で調整する仕組みにおいて、被用者保険者においては報酬水準に応じて調整する仕組みの導入等を行う。
健保連が行う財政が厳しい健保組合への交付金事業に対する財政支援の導入、被用者保険者の後期高齢者支援金等の負担が大きくなる場合の財政支援の拡充を行う。

３．医療保険制度の基盤強化等【健保法、船保法、国保法、高確法等】
① 都道府県医療費適正化計画について、計画に記載すべき事項を充実させるとともに、都道府県ごとに保険者協議会を必置として計画の策定・評価に関与する仕組み
を導入する。また、医療費適正化に向けた都道府県の役割及び責務の明確化等を行う。計画の目標設定に際しては、医療・介護サービスを効果的・効率的に組み合わ
せた提供や、かかりつけ医機能の確保の重要性に留意することとする。

② 都道府県が策定する国民健康保険運営方針の運営期間を法定化（６年）し、医療費適正化や国保事務の標準化・広域化の推進に関する事項等を必須記載とする。
③ 経過措置として存続する退職被保険者の医療給付費等を被用者保険者間で調整する仕組みについて、対象者の減少や保険者等の負担を踏まえて廃止する。

４．医療・介護の連携機能及び提供体制等の基盤強化【地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律、医療法、介護保険法、高確法等】
① かかりつけ医機能について、国民への情報提供の強化や、かかりつけ医機能の報告に基づく地域での協議の仕組みを構築し、協議を踏まえて医療・介護の各種計画に反映する。
② 医療・介護サービスの質の向上を図るため、医療保険者と介護保険者が被保険者等に係る医療・介護情報の収集・提供等を行う事業を一体的に実施することとし、
介護保険者が行う当該事業を地域支援事業として位置付ける。

③ 医療法人や介護サービス事業者に経営情報の報告義務を課した上で当該情報に係るデータベースを整備する。
④ 地域医療連携推進法人制度について一定の要件のもと個人立の病院等や介護事業所等が参加できる仕組みを導入する。
⑤ 出資持分の定めのある医療法人が出資持分の定めのない医療法人に移行する際の計画の認定制度について、期限の延長(令和５年９月末→令和８年12月末)等を行う。

等

令和６年４月１日（ただし、３①の一部及び４⑤は公布日、４③の一部は令和５年８月１日、１②は令和６年１月１日、 ３①の一部及び４①は令和７年４月１日、
４③の一部は公布後３年以内に政令で定める日、４②は公布後４年以内に政令で定める日）

施行期日

改正の概要

全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するため、出産育児一時金に係る後期高齢者医療制度からの支援金の導入、後期高齢者医療制度における後期高齢
者負担率の見直し、前期財政調整制度における報酬調整の導入、医療費適正化計画の実効性の確保のための見直し、かかりつけ医機能が発揮される制度整備、介護
保険者による介護情報の収集・提供等に係る事業の創設等の措置を講ずる。

改正の趣旨
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 新たに刷新・創設される医療機能情報提供制度及びかかりつけ医機能報告制度について、医療機関に報告を求める項目等の
詳細が厚生労働省令に委任され、本法の審査過程において当該厚生労働省令の具体的内容が明らかとならず、その詳細が本
法成立後の有識者等による検討に委ねられたこと等を踏まえ、当該有識者等による検討結果や検討過程における議論の内容
について、本法施行に先立ち、明らかにすること。また、当該有識者等による検討の場やその構成員について、決定次第、
明らかにすること。

 本法のかかりつけ医機能に関する制度改正については、同機能が発揮される第一歩と位置付け、全ての国民・患者がその
ニーズに応じて同機能を有する医療機関を選択して利用できるよう、速やかに検討し、制度整備を進めること。また、同機
能を有する医療機関に勤務しようとする者への教育及び研修の充実に加え、処遇改善やキャリアパスの構築支援等、これら
の者が増加するような取組を推進すること。

 かかりつけ医機能報告の対象となる慢性の疾患を有する高齢者その他の継続的な医療を要する者については、障害児・者、
医療的ケア児、難病患者を含めるなど適切に定め、将来は、継続的な医療を要しない者を含め、かかりつけ医機能報告の対
象について検討すること。

参議院附帯決議（抜粋）

附則（抄）

（検討）
第二条 政府は、この法律の公布後、全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するため、経済社会情勢の変化と社会
の要請に対応し、受益と負担の均衡がとれた社会保障制度の確立を図るための更なる改革について速やかに検討を加え、
その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。

２ 政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律による改正後のそれぞれの法律（以下この項において「改正後の
各法律」という。）の施行の状況等を勘案し、必要があると認めるときは、改正後の法律の規定について検討を加え、その
結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。

全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための
健康保険法等の一部を改正する法律（令和５年法律第3 1号）
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地域完結型の医療・介護提供体制の構築

在宅を中心に入退院を繰り返し、最後は看取りを要する高齢者を支えるため、かかりつけ医機能が発揮される制度整備・各種計画
との連携・情報基盤の整備により、かかりつけ医機能を有する医療機関を中心とした患者に身近な地域における医療・介護の水平
的連携を進め、「地域完結型」の医療・介護提供体制を構築する。そのために、関係法律を一体的に改正する。

身近な地域における
日常的な医療の提供を

行う機能

診療所

病院

訪問診療

訪問看護等

介護サービス
訪問診療

受診・相談
住民

受診・相談・入院

保健事業

かかりつけ医機能を
有する医療機関

介護施設・事業所

協議結果

医療計画

介護保険事業計画

医療介護総合確保計画

医療費適正化計画

計画に基づく連携した取組

考慮・留意

紹介/逆紹介

取組状況
医

総

介

保

（高度）急性期の強化・集約化
高度な手術が必要な患者、重症の救急患者等の確実な受入れ

情報基盤

医療機関と介護事業者の間で利用
者の医療・介護情報を共有

医療・介護情報基盤整備

保 介

特定機能病院、地域医療支援病院
紹介受診重点医療機関

❶ 国民・患者への情報提供の充実・強化
（医療機能情報提供制度の刷新）

❷ かかりつけ医機能を報告し、
地域でのかかりつけ医機能の確保のための
具体的方策の検討・公表

医
かかりつけ医機能が発揮される制度整備

保険者市町村
都道府県 診療に関する

学識経験者、
医療関係者

訪問看護事業所、薬局

保険者

市町村

一体的に整備

利用・相談

利用・相談

地域包括
支援センター

医 総介 保･･･医療法 ･･･介護保険法 ･･･医療保険法（高確法、健保法 ･･･医療介護総合確保法
国保法等）
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かかりつけ医機能が発揮される制度整備

趣旨

（１）医療機能情報提供制度の刷新（令和６年４月施行）
• かかりつけ医機能（「 身近な地域における日常的な診療、疾病の予防のための措置その他の医療の提供を行う機能」と定義）
を十分に理解した上で、自ら適切に医療機関を選択できるよう、医療機能情報提供制度による国民・患者への情報提供の充
実・強化を図る。

（２）かかりつけ医機能報告の創設（令和７年４月施行）
• 慢性疾患を有する高齢者その他の継続的に医療を必要とする者を地域で支えるために必要なかかりつけ医機能（①日常的な診
療の総合的・継続的実施、②在宅医療の提供、③介護サービス等との連携など）について、各医療機関から都道府県知事に報
告を求めることとする。

• 都道府県知事は、報告をした医療機関が、かかりつけ医機能の確保に係る体制を有することを確認し、外来医療に関する地域
の関係者との協議の場に報告するとともに、公表する。

• 都道府県知事は、外来医療に関する地域の関係者との協議の場で、必要な機能を確保する具体的方策を検討・公表する。
（３）患者に対する説明（令和７年４月施行）
• 都道府県知事による（２）の確認を受けた医療機関は、慢性疾患を有する高齢者に在宅医療を提供する場合など外来医療で説
明が特に必要な場合であって、患者が希望する場合に、かかりつけ医機能として提供する医療の内容について電磁的方法又は
書面交付により説明するよう努める。

 かかりつけ医機能については、これまで医療機能情報提供制度における国民・患者への情報提供や診療報酬における評価を中
心に取り組まれてきた。一方で、医療計画等の医療提供体制に関する取組はこれまで行われていない。

 今後、複数の慢性疾患や医療と介護の複合ニーズを有することが多い高齢者の更なる増加と生産年齢人口の急減が見込まれる
中、地域によって大きく異なる人口構造の変化に対応して、「治す医療」から「治し、支える医療」を実現していくためには、
これまでの地域医療構想や地域包括ケアの取組に加え、かかりつけ医機能が発揮される制度整備を進める必要がある。

 その際には、国民・患者から見て、一人ひとりが受ける医療サービスの質の向上につながるものとする必要があることから、
• 国民・患者が、そのニーズに応じてかかりつけ医機能を有する医療機関を適切に選択できるための情報提供を強化し、
• 地域の実情に応じて、各医療機関が機能や専門性に応じて連携しつつ、自らが担うかかりつけ医機能の内容を強化する

ことで、地域において必要なかかりつけ医機能を確保するための制度整備を行う。

概要
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かかりつけ医機能報告による
機能の確保

・慢性疾患を有する高齢者等を地域で支えるために必要なか
かりつけ医機能について、医療機関から都道府県知事に報
告。

・都道府県知事は、報告をした医療機関が、かかりつけ医機
能の確保に係る体制を有することを確認し、外来医療に関
する地域の関係者との協議の場に報告するとともに、公表
（※）。

・あわせて、外来医療に関する地域の協議の場で「かかりつ
け医機能」を確保する具体的方策を検討・公表。

医療機能情報提供制度の刷新

・医療機関は、国民・患者による医療機関の選択に役立つわ
かりやすい情報及び医療機関間の連携に係る情報を都道府
県知事に報告
❶情報提供項目の見直し
❷全国統一のシステムの導入

制度整備の内容

○ 国民・患者はそのニーズに応じて医療機能情報提供制度等を活用して、かかりつけ医機能を有する医療機関を選択
して利用。

○ 医療機関は地域のニーズや他の医療機関との役割分担・連携を踏まえつつ、かかりつけ医機能の内容を強化。

※ 医師により継続的な管理が必要と判断される患者に対して、医療機関が、
提供するかかりつけ医機能の内容を説明するよう努めることとする。

 日常的によくある疾患への幅広い対応

 休日・夜間の対応

 入院先の医療機関との連携、退院時の受入

 在宅医療

 介護サービス等との連携 等

病床機能報告（H26）

かかりつけ医機能報告（新設）

外来機能報告（R３）
（紹介受診重点医療機関の確認）

入院

外
来

イ
メ
ー
ジ
図

国民・患者の医療ニーズ

医療機能情報提供制度（H18)

在宅

有床診
・病院

無床診

かかりつけ医機能が発揮される制度整備の骨格
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 慢性疾患を有する高齢者等を地域で支えるために必要なかかりつけ医機能について、医療機関から都
道府県知事に報告を行う。（詳細は、今後、有識者等の参画を得て検討。）

【報告対象となる医療機関】
○ 地域におけるかかりつけ医機能を確保するために必要な病院又は診療所として厚生労働省令で定めるもの
※ 無床診療所を含む。（詳細は、今後、有識者等の参画を得て検討。）

【報告事項】
○ かかりつけ医機能のうち、以下の機能の有無及びその内容（詳細は、今後、有識者等の参画を得て検討）
①：継続的な医療を要する者に対する発生頻度が高い疾患に係る診療その他の日常的な診療を総合的かつ継続的
に行う機能（厚生労働省令で定めるものに限る）

②：①を有する場合は、⑴通常の診療時間外の診療、⑵入退院時の支援、⑶在宅医療の提供、⑷介護サービス等
と連携した医療提供、⑸その他厚生労働省令で定める機能（⑴～⑷は厚生労働省令で定めるものに限る）
・連携して②の機能を確保している場合は連携医療機関の名称及びその連携の内容

 都道府県知事は、②の機能を有する報告をした医療機関がその機能の確保に係る体制として厚生労働
省令で定める要件に該当するものを有することを確認し、外来医療に関する地域の関係者との協議の
場に報告するとともに、厚生労働省令で定めるところにより公表する。

 都道府県知事は、医療関係者や医療保険者などが参加する外来医療に関する地域の協議の場において、
地域でかかりつけ医機能を確保するために必要な具体的方策を検討し、結果を取りまとめて公表する。

 慢性疾患を有する高齢者その他の継続的な医療を要する者に対するかかりつけ医機能を地域で確保・
強化するための仕組みを整備する。

かかりつけ医機能報告の創設
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かかりつけ医機能報告概要

かかりつけ医機能報告の流れ

○慢性疾患を有する高齢者等を地域で支えるために必要なかかりつけ医機能について、医療機関から都道府県知事に報告。
○都道府県知事は、報告をした医療機関がかかりつけ医機能の確保に係る体制を有することを確認し、外来医療に関する地域の関係者との協

議の場に報告するとともに、公表。
○都道府県知事は、外来医療に関する地域の協議の場において、地域でかかりつけ医機能を確保するために必要な具体的方策を検討し、結果

を取りまとめて公表。

かかりつけ医機能報告
対象医療機関

① かかりつけ医機能の報告

具体的方策の例
◆地域で不足する機能を担うための研修や支援の企画・実施
◆地域の医療機関に地域で不足する機能を担うよう働きかけ
◆地域の医療機関間の連携の強化 など

※医療機関の報告内容について、実際には体制を有していないことが明らかになった場合は、その機能については都道府県による公表の対象外
医療機関の報告懈怠・虚偽報告等の場合は報告・是正の命令等（第30条の18の４第６項等）

⑥ 地域でかかりつけ医機能を確保するために必要な具体的方策を検討 （第30条の18の５）

都道府県

◆継続的な医療を要する者に対す
るかかりつけ医機能の有無・内容

（第30条の18の４第１項）

＜報告項目イメージ＞
１：日常的な診療を総合的

かつ継続的に行う機能
２：１を有する場合、
(1)時間外診療、(2)入退院支援、(3)
在宅医療、(4)介護等との連携、(5)
その他厚生労働省令で定める機能

② 報告の内容

④確認結果

⑤
確
認
結
果
の
報
告

③ 都道府県
の確認

外来医療に関する
地域の協議の場

公

表

⑦協議結果 公

表

２（１）～（４）等の機能の
確保に係る体制を確認（※）。

・体制に変更があった場合は、
再度報告・確認

（第30条の18の４第３項、第５項）

（第30条の18の４第７項）

（第30条の18の４第４項）

（第30条の18の４第２項）

※介護等に関する事項を協議する場合には、市町村の参加を求め、介護等に関する各種計画の
内容を考慮。

※高齢者保健事業や地域包括ケアシステムの構築に向けた取組の状況に留意。
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I. 医療機能情報提供制度

II. かかりつけ医機能報告

III. 地域における協議の場

IV. 医療計画に関する事項

V. その他、研修に関する事項、国の支援のあり方など

 情報提供項目の表現の見直し
 対象者別の情報提供のあり方
 情報提供のためのインターフェイスのあり方 など

 報告を求めるかかりつけ医機能の内容
 かかりつけ医機能の報告対象医療機関の範囲
 かかりつけ医機能の体制に係る都道府県の確認・公表
 かかりつけ医機能を有する医療機関の患者等への説明の内容 など

かかりつけ医機能が発揮される制度整備の施行に向けて検討が必要となる主な事項

52

 協議の場、協議の参加者
 協議の進め方、地域でかかりつけ医機能を確保するための具体的方策、公表 など

 地域医療支援病院の「かかりつけ医機能の確保のための研修」を含めた研修 など

 基本方針、医療計画に定める事項 など



かかりつけ医機能が発揮される制度整備の施行に向けた検討の進め方

○ 今回の改正によるかかりつけ医機能が発揮される制度整備については、医療機能情報提供制度の刷新と、かかり
つけ医機能報告の創設等によって、地域においてかかりつけ医機能の確保を進め、国民・患者に情報提供すること
で、国民・患者がそのニーズに応じて適切に医療機関を選択できるようになるものである。

○ 医療機能情報提供制度とかかりつけ医機能報告の両者の整合性を確保しつつ、国民・患者にとって分かりやすい
情報提供を進めることが重要であり、施行に向けて次のように検討を進める。

①「国民・患者に対するかかりつけ医機能をはじめとする医療情報の提供等に関する検討会（仮称）」を新設し、
国民・患者へのかかりつけ医機能をはじめとする医療情報の提供等のあり方の検討を統括する場を設ける。
※ 構成員：②・③の構成員の代表（学識経験者、国民・患者関係者、医療関係者、自治体関係者等）

② ①の分科会として、「かかりつけ医機能が発揮される制度の施行に関する分科会（仮称）」を新設し、かか
りつけ医機能報告等の施行に向けた検討を行う。
※ 構成員：学識経験者、国民・患者関係者、医療関係者、自治体関係者等

③ 既設の「医療情報の提供内容等の在り方に関する検討会」を、①の分科会として位置づけ、これまでの議論
との継続性も踏まえ、医療機能情報提供制度の全国統一システム化、かかりつけ医機能の情報提供項目等につ
いて検討する。

④ 検討会・分科会の検討状況について、相互に共有するとともに、医療部会に報告しながら検討を進める。

○ その際、障害者に対するかかりつけ医機能の議論を行う際には、障害者関係団体のヒアリング又は専門構成員等
での参画を検討する。
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R５ 10月～

R６ ４月

夏頃

R７ ４月～

・かかりつけ医機能について住民・患者に情報提供すべき項目

かかりつけ医機能が発揮される制度整備の施行に向けた検討スケジュール

（医療機能情報提供制度）
・情報提供項目を分かりやすく伝える方法
・対象者別の情報提供のあり方

・左記の検討状況を踏まえて、かかりつけ医機能に関
する情報提供項目等について見直し

など

全国システム施行（４月１日）

医療機能情報提供制度・医療広告等に関する分科会

かかりつけ医機能関係施行
（４月１日）

自治体向けガイドライン策定・公表

（改正法に基づく省令・
告示改正、かかりつけ
医機能報告システム構
築に向けた準備等）

地域の協議の場に関する
自治体向けガイドライン
の検討 など

国民・患者に対するかかりつけ医機能をはじめとする医療情報の提供等に関する検討会（新設）

54
情報提供項目改修

・かかりつけ医機能報告に位置づける機能の基本的な
考え方

・省令等の具体的内容
など

かかりつけ医機能が発揮される制度の施行に関する分科会（新設）
(既設の検討会を改編)



かかりつけ医機能が発揮される制度整備の施行に向けた検討を行う枠組み

かかりつけ医機能が発揮される制度の施行に関する分科会（新設）

国民・患者に対するかかりつけ医機能をはじめとする医療情報の提供等に関する検討会（新設）〔いわゆる親検討会〕

医療機能情報提供制度･医療広告等に関する分科会
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阿部 一彦 日本障害フォーラム（JDF） 代表
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磯部 哲 慶應義塾大学大学院法務研究科教授
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大橋 博樹
日本プライマリ・ケア連合学会副理事長／医療法人社団家族
の森多摩ファミリークリニック院長

大道 道大 一般社団法人日本病院会副会長

尾形 裕也 九州大学名誉教授

織田 正道 公益社団法人全日本病院協会副会長

香取 照幸 一般社団法人未来研究所臥龍代表理事 / 兵庫県立大学大学院特任教授

河本 滋史 健康保険組合連合会専務理事

城守 国斗 公益社団法人日本医師会常任理事

小森 直之 一般社団法人日本医療法人協会副会長

鈴鹿 麻菜 日本労働組合総連合会生活福祉局部長

寺島 多実子 公益社団法人日本歯科医師会常務理事

土居 丈朗 慶應義塾大学経済学部教授

永井 良三 自治医科大学学長

福長 恵子 認定NPO法人消費者機構日本理事

森 隆夫 公益社団法人日本精神科病院協会副会長

山口 育子 認定NPO法人ささえあい医療人権センターCOML理事長

吉川 久美子 公益社団法人日本看護協会常任理事

（敬称略。五十音順）

阿部 一彦 日本障害フォーラム（JDF） 代表

家保 英隆 全国衛生部長会会長／高知県健康政策部長

石田 光広 稲城市副市長

猪熊 律子 読売新聞東京本社編集委員

今村 知明 奈良県立医科大学教授

大橋 博樹
日本プライマリ・ケア連合学会副理事長／医療法人社団家族
の森多摩ファミリークリニック院長

尾形 裕也 九州大学名誉教授

織田 正道 公益社団法人全日本病院協会副会長

香取 照幸 一般社団法人未来研究所臥龍代表理事 / 兵庫県立大学大学院特任教授

釜萢 敏 日本医師会生涯教育・専門医の仕組み運営委員会センター長

河本 滋史 健康保険組合連合会専務理事

城守 国斗 公益社団法人日本医師会常任理事

土居 丈朗 慶應義塾大学経済学部教授

永井 良三 自治医科大学学長

長谷川 仁志 秋田大学大学院医学系研究科医学教育学講座教授

服部 美加 新潟県在宅医療推進センター基幹センター コーディネーター

山口 育子 認定NPO法人ささえあい医療人権センターCOML理事長

吉川 久美子 公益社団法人日本看護協会常任理事

磯部 哲 慶應義塾大学大学院法務研究科教授

大道 道大 一般社団法人日本病院会副会長

尾形 裕也 九州大学名誉教授

木川 和広 アンダーソン・毛利・友常法律事務所 弁護士

桐野 髙明 東京大学名誉教授

黒瀨 巌 公益社団法人日本医師会常任理事

幸野 庄司 健康保険組合連合会参与

小森 直之 一般社団法人日本医療法人協会副会長

鈴鹿 麻菜 日本労働組合総連合会生活福祉局部長

寺島 多実子 公益社団法人日本歯科医師会常務理事

福長 恵子 認定NPO法人消費者機構日本理事

三浦 直美 フリージャーナリスト/医学ジャーナリスト協会幹事

森 隆夫 公益社団法人日本精神科病院協会副会長

谷田部 貴 栃木県保健福祉部医療政策課長

山口 育子 認定NPO法人ささえあい医療人権センターCOML理事長

(既設の検討会を改編)



第４章 中長期の経済財政運営

２．持続可能な社会保障制度の構築

（社会保障分野における経済・財政一体改革の強化・推進）

（略）

次期診療報酬・介護報酬・障害福祉サービス等報酬の同時改定においては、物価高騰・賃金上昇、経営の状況、支え手が減

少する中での人材確保の必要性、患者・利用者負担・保険料負担への影響を踏まえ、患者・利用者が必要なサービスが受けら

れるよう、必要な対応を行う。その際、第５章２における「令和６年度予算編成に向けた考え方」※１を踏まえつつ、持続可

能な社会保障制度の構築に向けて、当面直面する地域包括ケアシステムの更なる推進のための医療・介護・障害サービスの連

携等の課題とともに、以上に掲げた医療・介護分野の課題について効果的・効率的に対応する観点から検討を行う。

※１ 第５章２②で引用されている骨太方針2021においては、社会保障関係費について、基盤強化期間における方針、経済・物価動向

等を踏まえ、その方針を継続することとされている。

第５章 当面の経済財政運営と令和６年度予算編成に向けた考え方

２．令和６年度予算編成に向けた考え方

（略）

② 令和６年度予算において、本方針、骨太方針2022及び骨太方針2021に基づき、経済・財政一体改革を着実に推進する。

ただし、重要な政策の選択肢をせばめることがあってはならない。

経済財政運営と改革の基本方針2023（令和5年6月16日閣議決定）
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医療・介護分野における物価・賃金の状況について
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■医療・介護関連職種の賃金の動向

出典：厚生労働省「令和４年賃金構造基本統計調査」に基づき作成。
注１）「賞与込み給与」は、「きまって支給する現金給与額（労働協約、就業規則等によってあらかじめ定められている支給条件、

算定方法によって支給される現金給与額）」に、「年間賞与その他特別給与額（前年1年間（原則として1月から12月までの1
年間）における賞与、期末手当等特別給与額（いわゆるボーナス））」の1/12を加えて算出した額

注２）全産業平均は「10人以上規模企業における役職者」を除いて算出。「介護職員」、「看護補助者（看護助手）」、「医
療関係職種」は2020年以降は、役職者を含んでいないデータを使用。

注３）「介護職員」は、「訪問介護従事者」と「介護職員（医療・福祉施設等）」を加重平均したもの。
注４）「医療関係職種」は、「診療放射線技師」、「臨床検査技師」、「理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、視能訓練

士」、「歯科衛生士」、「歯科技工士」、「栄養士」を加重平均したもの。
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■消費者物価指数の推移（直近5年間）

出典：総務省「消費者物価指数」

■令和４年度概算医療費の動向

総額 （再掲）入院 （再掲）入院外

令和４年度概算医療費 46.0兆円 18.1兆円 16.2兆円

（うち新型コロナ特例分） 0.9兆円 0.4兆円 0.5兆円

（特例が占める割合） 1.9％ 2.2％ 2.8％

※ 入院は、入院時食事療養費・入院時生活療養費を含む。総額は、調剤分及び歯科分の医療費や療養費等を含む。

※ 特例分は、新型コロナの診療報酬上の特例措置による増額分を、医科・歯科・調剤NDBデータについて合計したもの。

※ この特例分は、「令和４年度 医療費の動向」で示した「主傷病がCOVID-19であるレセプト（電算処理分）を対象に医科医療費
を集計すると、令和4年度で 8,600億円 （全体の1.9%）程度」とは異なるもの。具体的には、「令和4年度で 8,600億円 （全
体の1.9%）程度」には、新型コロナ患者に係る医療費のうち特例措置（特例分）ではない医療費（初・再診料、入院基本料、
検査料、薬剤費など）も含まれており、また、主傷病がCOVID-19ではない患者に係る特例分（疑い患者等に係る特例分）は含
まれていない。

（参考）R5年度の状況
春闘の全産業平均賃上げ率 ３．５８％（300人未満3.23％）
医療機関の平均賃上げ率 １．９％
介護事業所の平均賃上げ率 １．４２％
※ 春闘の出典：２０２３年春闘 連合回答集計
※ 医療機関の出典：日本病院会、全日本病院協会、日本医療法人協会による調査結果
※ 介護事業所の出典：全老健・老施協・GH協・介護医療院における調査結果（n=1433）

令和５年10月10日
経済財政諮問会議 資料５



医療･介護分野における人材確保の状況について
 高齢化等による需要増加にも関わらず、医療介護分野とも、人材確保の状況が悪化するとともに、有効
求人倍率は全職種平均の2～3倍程度の水準で高止まりしている。

 特に介護分野では、離職率は改善傾向にあるものの、足元では離職超過が生じており、小売り等の他産
業への人材流出が見られる。

出典：厚生労働省「職業安定業務統計」より作成
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4.0%
5.0%
6.0%
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2022
2023

■「社会保険･社会福祉･介護事業」から他産業への入職内訳
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～～

…
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-0.2%

1.5%

0.0%
1.0%

-0.3%

0.1%

0.3%

-2.0%

-1.0%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

2017-2019年平均 2020年 2021年 2022年

■医療･介護分野の入職超過率（入職率 ｰ 離職率）

ー：医療分野 －：介護等分野 －：全産業平均
出典：雇用動向調査（厚労省）
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出典：厚生労働省「職業安定業務統計」一般職業紹介状況
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■医療･介護分野の有効求人倍率（直近５年の動き）

出典：令和４年度介護労働実態調査（(公財)介護労働安定センター）
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■離職率の経年推移（訪問介護員と介護職員の２職種計）

令和５年10月10日
経済財政諮問会議 資料５



医療・介護分野の経営状況について
 病院の経営状況はコロナ禍で悪化。今後、コロナ補助金が縮小されることで更なる悪化の懸念。
 介護の経営は、各サービスで収支状況が異なる。

医業利益率 経常利益率
2018年度※１ -3.7% -0.5%
2019年度※１ -4.4% -0.6%
2020年度※１ -8.9% +3.2%
2021年度※１ -6.6% +6.5%

2022年４～６月※２ -7.2% ー
2023年４～６月※２ -8.1% ー

【医療分野】 【介護分野】

■介護サービス事業所の経営状況（収支差率）

出典：介護事業経営実態（概況）調査
※ < >内は、コロナ関連補助金及び物価高騰対策関連補助金収入を含めた
収支差率（税引き前）。

■病院の経営状況
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全サービ
ス平均

介護老人
福祉施設

介護老人
保健施設 訪問介護 通所介護

2019年度 2.4%​ 1.6%​ 2.4%​ 2.6%​ 3.2%​

2021年度 2.8%
<3.0%​>

1.2%
<1.3%>​

1.5%
<1.9%>​

5.8%
<6.1%​>

0.7%
<1.0%>​

2022年度 2.4%
<3.0%>

▲1.0%
<0.1%>

▲1.1%
<0.0%>

7.8%
<8.1%>

1.5%
<1.8%>

対前年度比
(2022-2021)

▲0.4%
<0.0%>

▲2.2%
<▲1.2%>

▲2.6%
<▲1.9%>

2.0%
<2.0%>

0.8%
<0.8%>

※１ 2022年度病院経営定期調査（2022年12月）（n=211）
※２ 医療機関経営状況調査（2023年9月）（n=333）（いずれも日本病院会、全日本病院協会、日本医療法人協会調べ）
※３ 病院経営動向調査の概要（2023年10月6日）（独立行政法人福祉医療機構）

■病院の上半期（2023年４～９月）の見込み※3

医業利益率=医業利益／医業収益 経常利益率=（医業利益+医業外収益-医業外費用）／（医業収益＋医業外収益）
＜補足＞ ワクチン関係の収益は医業収益に含まれ、医業利益率に反映される。病床確保料は医業外収益に含まれ、
経常利益率に反映される。（病院会計準則上の整理。なお、４～６月期で捉えた場合は個々の病院で計上にばらつ
きがあり、収益に含まれていない場合があることに留意が必要）



令和6年度診療報酬改定に向けた中医協等の検討スケジュール（案）
令和４年

12月
令和５年

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月
令和６年
１月２月３月

専門部会

小委員会

〇調査実施小委員会

中医協総会

〇診療報酬基本問題小委員会

○診療報酬改定結果検証部会

○薬価専門部会

○費用対効果評価専門部会

○医療技術評価分科会

診療報酬調査専門組織

○入院・外来医療等の
調査・評価分科会

令和6年度同時報酬改定に
向けた意見交換会

（その１）シリーズ （その２）以降
シリーズ

R6年度診療報酬改定
諮問・答申

（R4年度）調査実施 分析・検討
総会に報告

調査票検討 （R5年度）調査実施 分析・検討
総会に報告

総会にて
調査票承認 調査実施 結果の公表等

第1回 第２回 第３回

提案書受付 WG開催 審査

（R4年度）
調査実施 分析・検討

調査票検討

（R5年度）
調査実施

分析・検討

総会に報告

（その１）シリーズ （その２）以降
シリーズ

R5年度
薬価改定
骨子

検討

第8次医療計画

働き方改革

医療DX

検討

中医協 総－８参考１

５ ． 1 ． １ ８

医政局の有識者検討会とりまとめ（4月頃目
処）

総会に報告

○保険医療材料専門部会
※１ 専門組織においても議論
※２ 専門組織の下に、SaMD WG（仮）

※ 専門組織においても議論
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令和６年度診療報酬改定の基本方針の検討について

 これまでの「診療報酬改定の基本方針」においては、①改定に当たっての基本認識に続いて、②改定の基本的視点
と具体的な方向性を示している。

 令和６年度改定においても、これまでの基本方針の構成をベースとしつつ、近年の社会情勢・医療を取り巻く状況
を踏まえたものとしてはどうか。その際、改定に当たっての基本認識や各視点の具体的な検討の方向について、ど
のようなものが考えられるか。

①改定に当たっての基本認識
「基本認識」の例 考えうる記載
（例）
物価高騰・賃金上昇、経営の状況、人材確保の必
要性、患者負担・保険料負担の影響を踏まえた対
応

（例）
• 物価高騰・賃金上昇、経営の状況、支え手が減少する中での人材確保の必要
性、患者負担・保険料負担への影響を踏まえ、患者が必要なサービスが受け
られるよう、必要な対応を行う

（例）
全世代型社会保障の実現や、医療・介護・障害福
祉サービスの連携強化、新興感染症等への対応な
ど医療を取り巻く課題への対応

（例）
• 75歳以上人口の増加と生産年齢人口の減少という人口構造の変化に対応した
「全世代型社会保障」を構築する

• ６年に一度の診療報酬、介護報酬及び障害福祉サービス等報酬の同時改定で
あることを踏まえ、ポスト2025年のあるべき医療・介護の提供体制を見据え、
「治し、支える」医療や個別ニーズに寄り添った介護が地域で完結して受け
られるようにする

• 新型コロナウイルス対策の経験を踏まえ、新興感染症等に対応できる医療提
供体制を構築

（例）
医療DXやイノベーションの推進等による質の高
い医療の実現

（例）
• 医療DXを推進し、医療情報の有効活用や医療機関等間の連携を進め、質の高
い医療を実現

• 医療分野のイノベーションを推進し、創薬力・開発力を維持・強化
（例）
社会保障制度の安定性・持続可能性の確保、経
済・財政との調和

（例）
• 「経済財政運営と改革の基本方針 2023」等に沿った対応を行う

令和５年９月29日
第168回社会保障審議会医療保険部会 資料２
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令和６年度診療報酬改定の基本方針の検討について

②改定の基本的視点と具体的方向性

「基本的視点」の例 「具体的方向性」の例
（例）
ポスト2025を見据えた地域包括ケアシ
ステムの深化・推進や医療DXを含めた
医療機能の分化・強化、連携の推進

（例）
• 医療DXの推進による医療情報の有効活用、遠隔医療の推進
• 生活に配慮した医療の推進など地域包括ケアシステムの深化・推進のための取組
• リハビリテーション、栄養管理及び口腔管理の連携・推進
• 地域医療構想・地域包括ケアを踏まえた医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価
• 新興感染症等に対応できる医療提供体制の構築に向けた取組
• かかりつけ医、かかりつけ歯科医、かかりつけ薬剤師の機能の評価

（例）
現下の雇用情勢を踏まえた人材確保・
働き方改革等の推進

（例）
• 医療従事者の人材確保や賃上げに向けた取組
• 働き方改革に向けての取組の推進

（例）
安心・安全で質の高い医療の推進

（例）
• 食材料費をはじめとする物価高騰を踏まえた対応
• アウトカムにも着目した評価の推進
• 重点的な対応が求められる分野への適切な評価（小児医療、周産期医療等）
• 口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応の充実、生活の質に配慮した歯科医療の推
進

• 薬局の地域におけるかかりつけ機能に応じた適切な評価、薬局・薬剤師業務の対物中心か
ら対人中心への転換の推進、病棟薬剤師業務の評価

• 医薬品産業構造の転換も見据えたイノベーションの適切な評価や医薬品の安定供給の確保
等

（例）
効率化・適正化を通じた医療保険制度
の安定性・持続可能性の向上

（例）
• 後発医薬品やバイオ後続品の使用促進、長期収載品等の在り方
• 費用対効果評価制度の活用
• 市場実勢価格を踏まえた適正な評価

「基本的視点」の例と「具体的方向性」の例における記述は、前回の議論や中央社会保険医療協議会での議論を参考に整理している。

令和５年９月29日
第168回社会保障審議会医療保険部会 資料２
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令和４年度概算医療費における新型コロナの診療報酬上の特例の影響について

総額
（再掲）入院 （再掲）入院外

令和４年度概算医療費 46.0兆円 18.1兆円 16.2兆円

うち特例分 0.9兆円 0.4兆円 0.5兆円

特例が占める割合 1.9％ 2.2％ 2.8％
※ 入院は、入院時食事療養費・入院時生活療養費を含む。総額は、調剤分及び歯科分の医療費や療養費等を含む。
※ 特例分は、新型コロナの診療報酬上の特例措置による増額分を、医科・歯科・調剤NDBデータについて合計したもの。
※ この特例分は、「令和４年度 医療費の動向」で示した「主傷病がCOVID-19であるレセプト（電算処理分）を対象に医科医療費を集計すると、
令和4年度で 8,600億円 （全体の1.9%）程度」とは異なるもの。具体的には、「令和4年度で 8,600億円 （全体の1.9%）程度」には、新型
コロナ患者に係る医療費のうち特例措置（特例分）ではない医療費（初・再診料、入院基本料、検査料、薬剤費など）も含まれており、また、
主傷病がCOVID-19ではない患者に係る特例分（疑い患者等に係る特例分）は含まれていない。

コロナ特例分

0.9兆円

0.5兆円0.4兆円
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〇 令和４年度の概算医療費(総額)には、コロナ特例分0.9兆円が含まれている。
〇 対令和元年度比の令和４年度の概算医療費(総額)は、43.6兆円 → 46.0兆円（＋5.5％（１年当たり＋1.8％））であるが、コロナ特例分

を除くと43.6兆円 → 45.1兆円（＋3.5％（１年当たり＋1.2％））となる。

中 医 協 総 － ２

５．９．２７（改）
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（注１）「令和４年度 医療費の動向」より加工。
（注２）「一人当たり日数」は、受診延日数を人

口で除したものである。「一日当たり医療
費」は、概算医療費を受診延日数で除し
たものである。
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〇 令和４年度の一人当たり医療費（総額）には、コロナ特例分0.7万円が含まれている。
〇 対令和元年度比の令和４年度の一人当たり医療費は、34.5万円 → 36.8万円（＋6.5％（１年当たり＋2.1％））であ

るが、コロナ特例分を除くと34.5万円 → 36.1万円（＋4.5％（１年当たり＋1.5％））となる。
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令和６年度介護報酬改定に向けた検討の進め方について

○ 令和６年度介護報酬改定に向けては、診療報酬との同時改定であることや新型コロナウイルス感染症への対応の
経験等を踏まえ、令和３年度介護報酬改定に関する審議報告及び令和４年社会保障審議会介護保険部会意見書にお
ける指摘などに基づき、各サービス種類毎の論点とあわせ、例えば以下のような分野横断的なテーマを念頭に置き、
議論してはどうか。
・ 地域包括ケアシステムの深化・推進
・ 自立支援・重度化防止を重視した質の高い介護サービスの推進
・ 介護人材の確保と介護現場の生産性の向上
・ 制度の安定性・持続可能性の確保

【スケジュール】
令和５年
６月～９月中旬 ：主な論点について議論
９月下旬～10月上旬 : 事業者団体等からのヒアリング
10月中旬～12月 ：具体的な方向性について議論
12月中 ：報酬・基準に関する基本的な考え方の整理・とりまとめ

※地方自治体における条例の制定・改正に要する期間を踏まえて、基準に関しては
先行してとりまとめを行う。

：令和６年度政府予算編成
令和６年
１月頃 介護報酬改定案 諮問・答申

社会保障審議会
介護給付費分科会（第217回） 資料３を

基に作成
令和５年５月24日
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令和６年度介護報酬改定に向けた基本的な視点（案）概要

改定に当たっての基本的認識

介護報酬改定に向けた基本的な視点

○ 2040年を展望すると、認知症の高齢者や単身高齢者の増加など介護ニーズが増大・多様化し、地域ごとに異なる形で進行。地域ごとの
特性や実情に応じ、地域包括ケアシステムを深化・推進させていくことが必要。また、医療、介護の複合ニーズを抱える方への対応、感
染症や災害への対応力強化、介護現場における安全性の確保、認知症施策の推進も重要な課題。

○高齢者の要介護状態等の軽減又は悪化の防止に資するよう、これまで、多職種連携、アウトカム評価、科学的介護の推進を図ってきた。
こうした取組も踏まえながら、質の高い、自立支援・重度化防止に資するサービスの提供を引き続き推進していくことが必要。

○近年、物価高騰や他業種の賃金引上げが進み、介護分野からの人材流出も見られる中、今後、更に現役世代の減少が急速に進むことも想
定されており、良質なサービスを確保しつつ、人材不足に対応することが喫緊の課題。適切な処遇を確保しつつ、介護サービスの質の向
上を図るため、働きやすい職場環境づくりや柔軟なサービス提供の推進などの総合的な人材確保の取組が必要。

○介護に要する費用は増加。必要なサービスは確保しつつ、適正化・重点化を図り、制度の安定性・持続可能性を高めていくことが必要。

①地域包括ケアシステムの深化・推進
○認知症の方や単身高齢者、医療ニーズが高い中重度の高齢者を含め、それぞれの住み慣れた地域において利用者の尊厳を保持しつつ、質
の高いケアマネジメントや必要なサービスが切れ目なく提供されるよう、地域の実情に応じた柔軟かつ効率的な取組を推進
・医療・介護連携による医療ニーズの高い方や看取りへの対応 ・感染症や災害への対応
・高齢者虐待防止等の取組 ・認知症への対応

②自立支援・重度化防止に向けた対応
○高齢者の自立支援・重度化防止という制度の趣旨に沿い、多職種連携やデータの活用を推進
・リハビリテーション・口腔・栄養の一体的取組 ・ LIFEを活用した質の高い介護

③良質な介護サービスの確保に向けた働きやすい職場づくり
○介護人材不足の中で、更なる介護サービスの質の向上を図るため、処遇改善や生産性向上による職場環境の改善に向けた先進的な取組を推進
・介護ロボット・ICT等やいわゆる介護助手の活用によるサービスの質の向上と業務負担の軽減
・経営の協働化等や、テレワークなどの柔軟な働き方・サービス提供に関する取組

④制度の安定性・持続可能性の確保
○介護保険制度の安定性・持続可能性を高め、全ての世代にとって安心できる制度を構築
・評価の適正化・重点化 ・報酬体系の整理・簡素化

社保審－介護給付費分科会

第227回（R5.10.11） 資料２－１
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○ 障害者自立支援法（現・障害者総合支援法）の施行から17年が経過し、現在、障害福祉サービス等の利用者は約150万人、国の予算額
は約２兆円となっており、施行時と比較すると、それぞれ約３倍以上となるなど障害児者への支援は年々拡充している。

○ また、令和３年12月に「障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて～ 中間整理 ～」がとりまとめられ、同報告書に基
づき児童福祉法等の一部改正が行われ、さらに令和４年６月に「障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて～社会保障審議
会 障害者部会 報告書～」がとりまとめられた。同報告書に基づき、障害者総合支援法・精神保健福祉法等の一部改正が行われたと
ころであるが、障害福祉サービス等報酬の改定により対応すべき事項についても、同報告書において指摘されている。

○ またこの間、「地域で安心して暮らせる精神保健医療福祉体制の実現に向けた検討会」、「強度行動障害を有する者の地域支援体制
に関する検討会」等の各種検討会における報告書等がとりまとまり、これを踏まえた対応が求められている。

○ 次期診療報酬・介護報酬・障害福祉サービス等報酬の同時改定となる今回の改定では、障害の重度化や障害者の高齢化、強度行動障
害を有する者、医療的ケア児や医療的ケアが必要な障害者、精神障害者の地域移行の進展などに伴う障害児者のニーズの多様化に対応
するため、適切なエビデンスに基づき施策を強化する必要がある。

○ 加えて、今般の物価高騰や賃金上昇、人材確保の必要性、経営の状況等を踏まえ、利用者に必要なサービスを提供できるよう、必要
な対応を行う必要がある。サービス間・制度間の公平性や制度の持続可能性の確保が重要な課題である中で、こうした観点を踏まえた
上で、メリハリのきいた報酬体系とする必要がある。

○ このような状況等を踏まえ、令和６年度障害福祉サービス等報酬改定において検討を行う際の主な論点について、報酬改定チームで
の団体ヒアリングにおける意見も参考としつつ、以下のとおり整理し、今後検討を進めていくこととしてはどうか。

＜主な論点＞ ※ 下記の論点は現時点のものであり、今後議論を進めていく中で変更することがあり得る。

１．障害者が希望する地域生活を実現する地域づくり
２．社会の変化等に伴う障害児・障害者のニーズへのきめ細かな対応
３．持続可能で質の高い障害福祉サービス等の実現のための報酬等の見直し

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定について
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令和５年７月～８月 関係団体ヒアリング（計６回開催）

８月 下旬 主な論点について整理

９月～11月 各サービスの報酬等の在り方について検討

12月 報酬・基準に関する基本的な考え方の整理・取りまとめ

令和６年２月 障害福祉サービス等報酬改定案のとりまとめ

＜令和６年度報酬改定検討チームの検討スケジュール＞

障害福祉サービス等報酬改定検討チーム「報酬改定に向けた主な論点（R5.8.31) 」の「はじめに」を抜粋



評価

勤務環境改善の助言

○ タスク・シフト/シェアの普及･推進について､医療機関における取組を促進するため、医師労働時間短縮計画作成ガイドラインにおいて医師の労働
時間短縮に向けた取組として記載を義務付けるとともに、医療機関勤務環境評価センターによる評価項目として位置づけている。

〇 評価結果を医療勤務環境改善支援センターへ報告し､他の医療機関に対する助言に活用することで､地域全体でのタスク・シフト/シェア推進の好循
環が期待できる。

〇 厚生労働省において､タスク・シフト/シェア可能な業務範囲の明確化を行うとともに､参考となるタスク・シフト/シェア推進の好事例について､その
プロセスや費用対効果も含めた収集･分析を行い､周知を図る。

医師労働時間短縮計画の策定
◯ 意識改革・啓発
◆ 管理者マネジメント研修
◆ 医師全体に対する説明会
◆ 各部門責任者に対する研修
◆ 全職員の意識改革に関する研修

◯ 技術の習得・向上
◆ タスク・シフト/シェアに係る研修
◆ シフト/シェア後の事故報告等の安全確保を目的
とした改善のための方策を講ずる

◯ 余力の確保
◆ ICT導入等による業務全体の縮減
◆ 現行担当している職種からその他の職種への
タスク・シフト/シェアの推進

◆ 一連の業務の効率化と現行担当職種の見直し

医療機関

◯ 医師の労働時間の実績と労働時間短縮に
向けた取り組みの評価

◆ 検討会で示されたタスク・シフト/シェア
項目への取り組みを評価

◯ 評価結果の公表にあわせて、医療機関の同意を得て
タスク・シフト/シェア好事例の具体的取組内容も公表

医療機関勤務環境評価センター（日本医師会）

◯ 評価センターの評価のプロセスで得られた好事例を蓄積

◯ 医療機関に行う勤務環境改善の助言等に蓄積されたタスク・
シフト/シェア好事例を活用

医療勤務環境改善支援センター（全国47カ所）

労働時間短縮に向けた取組・
労務管理状況について評価

タスク・シフト/シェアの取組に関
する好事例を報告（好事例
の収集）

【タスク・シフト/シェアの取組に関する好事例】
他の医療機関の模範となる取組が行われるなど、医師の労働時間短縮に
向けた医療機関内の取組が十分に行われており、医師の労働時間短縮が
進んでいる事例。

◯ 実施可能な業務範囲の明確化・通知の発出
◯ タスク・シフト/シェア推進のプロセスについて
費用対効果を含めて好事例を収集・分析し、周知

◯ 臨床研修アンケートを用いた、タスク・シフト/シェアの
進捗状況の定点評価

◯ 必要な取り組みを進めるための財政的支援

厚生労働省

好事例を活用し、助言

※ 医師に対して時間外労働の上限規制が適用される2024年4月に向けた
医師の労働時間短縮の取り組み。

※ 2024年以降も労働時間の削減が必要であることから、2035年度末を目
標に引き続き検討。

タスク・シフト/シェアの具体的な普及・推進策

報
告
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具体的方向性について①

視点１ 現下の雇用情勢を踏まえた人材確保・働き方改革等の推進
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【考えられる具体的方向性の例】

○ 医療従事者の人材確保や賃上げに向けた取組

○ 働き方改革に向けての取組の推進
・ 各職種がそれぞれの高い専門性を十分に発揮するための勤務環境の改善、タスク・シェアリング／タスク・シフティング、
チーム医療の推進

・ 業務の効率化に資する ICT の利活用の推進、その他長時間労働などの厳しい勤務環境の改善に向けての取組の評価
・ 地域医療の確保及び機能分化を図る観点から必要な救急医療体制等の確保
・ 医療人材および医療資源の偏在への対応

○ 2023年の春闘などを通じて賃上げが行われているものの、医療分野では賃上げが他の産業に追いついていない状況にある。そうし
た中で、医療分野における人材確保の状況は、目下のところ、高齢化等による医療需要増加の一方、有効求人倍率が全職種平均の２～
３倍程度の水準で高止まるとともに、入職率から離職率を差し引いた医療分野の入職超過率は０％に落ち込むなど悪化している状況で
あり、また、長期的にも、人口構造の変化により生産年齢人口の減少に伴った支え手不足が見込まれる。

〇 このような状況を踏まえ、必要な処遇改善等を通じて、医療現場を支えている医療従事者の人材確保のための取組を進めることが急
務である。その際、特に医師、歯科医師、薬剤師及び看護師以外の医療従事者の賃金の平均は全産業平均を下回っており、また、この
うち看護補助者については介護職員の平均よりも下回っていることに留意した対応が必要である。

○ 加えて、医師等の働き方改革を進め、健康に働き続けることのできる環境を整備することは、患者・国民に対して提供される医療の
質・安全を確保すると同時に、持続可能な医療提供体制を維持していく上で重要である。診療報酬においてはこれまで、タスク・シェ
アリング／タスク・シフティングやチーム医療の推進等、医療従事者の高い専門性の発揮と医療機関における勤務環境改善に資する取
組を評価してきたところ。2024年（令和６年）４月から、医師について時間外労働の上限規制が適用される予定であるが、同規制の
適用以後も、引き続き、総合的な医療提供体制改革の進展の状況、医療の安全や地域医療の確保、患者や保険者の視点等を踏まえなが
ら、診療報酬がより実効性のある対応となるよう検討する必要がある。

令和５年10月27日 第169回社会保障審議会医療保険部会 資料１



令和５年３月の指針改訂の概要①

規制改革実施計画(令和４年６月７日閣議決定)において、不適切な診療に対する必要な措置や情報セキュリティの確保のため

の方策についての指針の見直し等を行うこととされたことを受け、第95回社会保障審議会医療部会における議論も踏まえ検討
し、令和５年３月に指針を改訂した。

〇 適切なオンライン診療の普及のためには、その医療上の安全性・必要性・有効性が担保される必要があり、医師は安全性や有効性に
ついてのエビデンスに基づいた医療を行うことが求められる。特に、オンライン診療においては、対面診療と比べて、医療へのアク
セスが向上するという側面がある一方で、得られる情報が少なくなってしまうという側面もあることを考慮し、安全性・必要性・有
効性の観点から、学会のガイドライン等を踏まえて、適切な診療を実施しなければならない。

〇 オンライン診療を実施する医療機関は、ホームページや院内掲示等において、本指針を遵守した上でオンライン診療を実施している
旨を公表するものとする。

オンライン診療の適切な実施について

〇 初診でオンライン診療を実施する場合、当該患者の本人確認は、原則として、顔写真付きの身分証明書（マイナンバーカード、運転
免許証、パスポート等）で行うか、顔写真付きの身分証明書を有しない場合は、２種類以上の身分証明書を用いる、あるいは１種類
の身分証明書しか使用できない場合には、当該身分証明書の厚みその他の特徴を十分に確認した上で、患者本人の確認のための適切
な質問や全身観察等を組み合わせて、本人確認を行う。

〇 オンライン診療を行う医師は、医療機関に所属し、その所属及び当該医療機関の問い合わせ先を明らかにすること。
〇 オンライン診療システムを用いる場合は、患者がいつでも医師の本人確認ができる情報及び医療機関の問い合わせ先をオンライン診
療システム上に掲載すること。

本人確認について
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令和５年３月の指針改訂の概要②

【医療機関が行うべき対策】
〇 医療機関は、オンライン診療に用いるシステムを提供する事業者による説明を受け（システムに関する個別の説明を受けることのみ
ならず、事業者が提示している情報提供内容を自ら確認することを含む。）、十分な情報セキュリティ対策が講じられていることを
確認すること。また、当該確認に際して、医療機関は責任分界点について確認し、システムの導入に当たっては、そのリスクを十分
に理解すること。

〇 オンライン診療の際、医療情報システムに影響を及ぼす可能性があるオンライン診療システムを使用する際は、「医療情報安全管理
関連ガイドライン」に沿った対策を併せて実施すること。なお、汎用サービスを使用する際は、汎用サービスが医療情報システムに
影響を与えない設定とすること。

〇 医療機関は 、患者に対してオンライン診療の実施に伴うセキュリティリスクを説明し、オンライン診療に用いるシステムを利用す
ることについての合意を得た上で、双方が合意した旨を診療録に記載し、オンライン診療を実施すること。

〇 医師は、オンライン診療実施時に、意図しない第三者が当該通信に紛れ込むような三者通信（患者が医師の説明を一緒に聞いてもら
うために、医師の同意なく第三者を呼び込む場合等）や患者のなりすましが起こっていないことに留意すること。

〇 オンライン診療においてチャット機能を補助的に用いる場合には、医療機関が、セキュリティリスクとベネフィットを勘案したうえ
で、使用するソフトウェアやチャット機能の使用方法について患者側に指示を行うこと。

〇 医療機関や患者から、検査結果画像や患者の医療情報等を画面共有機能を用いて提示すること及び画面共有機能を用いずに画面を介
して提示することは、多くの場合、後述の場合と比較して相対的にセキュリティリスクが低減されているものと考えられる。一方で、
患者から提示された二次元バーコードやURL等のリンク先へのアクセス及びファイルのダウンロード等はセキュリティリスクが高い
ため、セキュリティリスクが限定的であることを医療機関が合理的に判断できる場合を除き、このようなアクセスやダウンロード等
は行わないことが望ましい。

〇 医療機関が、オンライン診療を実施する際に、医療情報を取得する目的で外部のPHR等の情報を取り扱うことが、医療情報システム
に影響を与える場合は、「医療情報安全管理関連ガイドライン」に沿った対策を実施しなければならない。他方で、医療機関が、医
療情報システムに影響を与えずに当該情報を取り扱う場合には、セキュリティリスクについて医療機関と患者の間で合意を得た上で、
オンライン診療を実施すること。 等

【オンライン診療システム事業者が行うべき対策】
〇 事業者は医療機関に対して、オンライン診療のセキュリティに係る責任分界点について明確に説明し、合意した範囲において責任を
負うこと。 等

情報セキュリティ方策について
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オンライン診療、オンライン受診勧奨 （患者向けに、診察、診断、診断結果の伝達、処方、医療機関への受診勧奨等をリアルタイムで行う行為）

・ 本方針は、厚生労働省が、オンライン診療その他の遠隔医療の実施形態及びその特徴を整理した上で、導入及び実施上の課題及びその解決

に向けて、国、都道府県、市町村を中心とする関係者の望ましい取組みの方向性を提示することで、遠隔医療の導入のための環境の整備を進

め、もってオンライン診療その他の遠隔医療の適正かつ幅広い普及に資することを目的とする。

・ ここでいう「適正」な推進とは、安全性、必要性、有効性、プライバシーの保護等の個別の医療の質を確保するという観点に加え、対面診療と一

体的に地域の医療提供体制を確保する観点も含まれる。

・医療機関におけるオンライン診療等に関する職員のリテラシーの向上について

・オンライン診療等に用いるシステムの導入・運用について

・オンライン診療等に関する患者の理解促進について
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○通院に伴う患者負担の軽減及び継続治療の実現

○訪問診療および往診等に伴う医療従事者の負担軽減

○医療資源の柔軟な活用

○患者がリラックスした環境での診療の実施

○感染症への感染リスクの軽減

Ⅰ 基本方針の目的

期待される役割

現状の課題

オンライン診療その他の遠隔医療の推進に向けた基本方針（案）の概要 -１

・D to P

・D to P with D

・D to P with N

・D to P with その他医療従事者

・D to P with オンライン診療支援者（医療従事者以外）

【国の取組み】

・医療機関が導入時に参考とできるような事例集、手引き書、チェックリスト等の作成

・オンライン診療等に関する課題の整理、エビデンスの収集や構築 等

【都道府県及び市町村の取組み】

・地域でオンライン診療を実施している医療機関について住民が把握しやすいように工夫する 等

関係者の取組みの方向性

様々な形態

Ⅱ オンライン診療等（医師と患者間での遠隔医療）

令和５年５月12日 第98回社会保障審議会医療部会 資料１



遠隔放射線画像診断、遠隔病理画像診断、遠隔コンサルテーション、遠隔カンファレンス、遠隔救急支援、12誘導心電図伝送、遠隔ICU、遠隔手術指導等

・遠隔にいる医師（医療従事者等）の役割と責任の範囲の明確化

・個人情報保護法制に沿った遠隔医療における患者の医療情報の共有

・遠隔医療システムの安全管理、緊急時や不測の事態への対応策の検討 等
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○医療資源の少ない地域における医療の確保への貢献

○効率的・効果的な医療提供体制の整備

○医療従事者の働き方改革等への寄与

期待される役割

現状の課題

オンライン診療その他の遠隔医療の推進に向けた基本方針（案）の概要 -２

Ⅲ 医師等医療従事者間での遠隔医療

・D to D

・D to N、D to その他医療従事者

・N to N、N to その他医療従事者、その他医療従事者 to その他医療従事者（支援・指導）

１ 地域の医療提供体制の充実に向けた都道府県又は市町村の取組み

２ 医療従事者教育／患者教育の充実

３ 質評価／フィードバック

４ エビデンスの蓄積

５ 新しい技術を踏まえた遠隔医療の推進

Ⅳ その他遠隔医療に関連する事項

【国の取組み】

・医療機関が導入時に参考とできるような事例集、手引き書等の作成

・遠隔医療に関する課題の整理、エビデンスの収集や構築 等

【都道府県及び市町村の取組み】

・遠隔医療に関する地域における先行事例を把握し、導入を検討中の医療機関に対して、導入済みの医療機関を紹介するなど、医療機関間

の連携関係の構築を支援する 等

様々な形態

関係者の取組みの方向性

令和５年５月12日 第98回社会保障審議会医療部会 資料１



民間事業者等 ◆補助率：委託 ◆対象経費：委託費（人件費、謝金、旅費、消耗品費、会議費、会場借料等）

３ 実施主体等

２ 事業の概要・スキーム

１ 事業の目的

遠隔医療の普及推進にかかる事業
令和５年度予算 20百万円（新規）

・これまでもオンライン診療を含む遠隔医療が活用されてきた。新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、国民・患者か
らのオンライン診療の需要が高まるとともに、医療提供側の感染予防対策としてもその有用性が認識されている。

・一般診療においても、アクセスが制限されている地域や通院が困難な患者に対する診療に加えて、医療関係者間の円
滑な意思疎通手段として、遠隔医療は幅広い活用が期待される。

・一方で、オンライン診療の利用が進んでいない実態があることから、令和３年６月「規制改革実施計画」を踏まえ、
令和５年６月「オンライン診療その他の遠隔医療の推進に向けた基本方針」が策定された。この基本方針に基づいて
遠隔医療の普及活用を進める必要がある。

(１) 遠隔医療に関す
る事例収集及び
事例集作成

・遠隔医療を活用して
いる地域・医療機関
を対象にしたアン
ケートやヒアリング
等。

(２) オンライン診療の手引き書
やチェックリストの作成

・オンライン診療等の利用手順の手
引き書

・処方薬の受け渡し方法の手引き書
・指針遵守の確認をするための
チェックリスト

・オンライン診療の実施に際し、患
者に対して説明すべき内容の
チェックリスト 等

（３）遠隔医療の医療関係者や自治体
等への効果的・効率的な周知

・作成した事例集等を、医療関係者や自
治体等へ効果的・効率的に普及される
ための方法を検討

（４）遠隔医療の適切な普及のあり方
についての検討

・収集した好事例等について検証し、今後
の方策を提言するため、関係団体及び遠
隔医療に関する有識者等へのヒアリング

74



医工連携・人工知能実装研究事業

○ 令和３年度より精神疾患及び神経・筋疾患における早期診断に資する医療機器プログラム等の研究課題を６課題、令和４年度より、日本全地域の心不全診
療連携を最適化するAI実装 D to Dシステムの開発と実用化、および、D to Dの遠隔ICUテレメディシンサービスの実装研究について１課題ずつ研究を開始したと
ころであるが、令和５年度年度末には企業治験及び社会実装の可能性について評価を行う中間評価を実施する予定である。
これを受け、事業達成に向け、令和６年度より順次臨床試験を開始する必要がある。

○ D to Pの遠隔医療体制については、オンライン診療で活用する医療機器等の普及を進めるため、効果的かつ質の高い臨床応用の手法の開発に向けて、具
体的な活用場面を想定しつつ、エビデンスの蓄積に向けた研究を行う必要がある。

令和６年度概算要求のポイント

令和５年度予算額 591,537千円

ＰＪ（モダリティ）区分
予算額
（千円）

医薬品 0

医療機器・ヘルスケア 0

再生・細胞医療・遺伝子治療 0

ゲノム・データ基盤 591,537

疾患基礎研究 0

シーズ開発・研究基盤 0

計 591,537

「リストバンド型ウェアラブルデバイスデータを用いてうつ病スクリーニングおよび重症度評価を可能とするソフトウェア医療機器の開発」及び「心拍変
動解析によるてんかん発作予知AIシステムの研究開発」の２件について、令和５年３月にプログラム医療機器に係る優先的な審査等の対象に指定
された。

これまでの成果概要等

AIの活用が期待される健康・医療分野において、膨大なデータを収集、解析し、個々に最適な健康管理･診療･ケア
を実現するためには、アカデミアのみならず、産業界等と連携したシステム開発が必要である。「AI 戦略2019」（令
和元年６月11日統合イノベーション戦略推進会議決定）において、厚労省が取り組むべき施策の一つに「AIを活用
した病気の早期発見・診断技術の開発」が挙げられている。 「保健医療分野AI開発加速コンソーシアム 議論の
整理と今後の方向性」（令和元年６月28日）において、AI開発を進めるべき領域を重点６領域の１つとして「介護・認
知症」の領域が選定され、本事業では、特に客観的な評価指標が乏しい精神及び神経・筋疾患の早期診断を目的
としたAI技術の開発を支援している。

「AI戦略2022」（令和４年４月22日統合イノベーション戦略推進会議決定）ではAIの活用が期待される分野として
「医療アクセスの改善や個別化医療のためのテレメディシンやＡＩ診断支援、教育へのアクセス拡大と個別支援」が
挙げられ、どこでも安心して最先端・最適な医療を受けられる環境を整備することが掲げられている。具体的には
「革新的な医療機器の創出を目指す質の高い臨床研究、医師主導治験等を実施」や「AIを活用した医療機器の開
発・研究における患者データ利用の環境整備」の実施に取り組むべきとされており、今後の高齢化率の上昇等に
よってD to P等のニーズの増加が見込まれる一方で、専門診療に対応可能な医療従事者が不足しており、医療従
事者の負担の軽減等のためにもオンラインやAI等を用いたD to P等の遠隔医療体制の構築が不可欠である。また、
昨今の新型コロナウイルス感染症によって遠隔医療の重要性が再認識されたところであり、様々な疾患の診療に
おいて、遠隔においても専門診療が可能なD to P等の診療体制を構築するために、また適切な診療提供と医療従
事者の負担軽減に繋げるために、医工連携によるAI技術開発、および開発されたAI技術を実装するための基盤整
備が求められる。

事業概要（背景・目的）
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具体的な研究内容等

＜期待されるアウトプット＞
◆ AI技術を活用して精神疾患及び神経・筋疾患の発症や進行の仕組みを明らかにし、症状が明らかになる前の早期段階から、早期診断につながるエビデンスを創出

する。
◆ 様々な疾患の診療において、遠隔においても専門診療が可能なD to DやD to Pの診療体制構築を可能とするAI技術を活用した基盤整備を行う。

＜期待されるアウトカム＞

◆ 精神疾患及び神経・筋疾患において、早期診断が可能となるAI技術を活用した医療機器プログラム等を開発し、早期から適切な医療・介護支援・療養等の介入を実
現することで、予後の改善や生活の質が維持される。

 様々な疾患の診療において、遠隔においても専門診療が可能なD to Dの診療体制を実現するAI技術を活用した基盤を実装し、どの病院でも安心して最先端・最適
な医療を継続して提供し、医療の質を確保した上で医療従事者の負担を軽減する。

期待されるアウトプット、アウトカム

デジタルフェのタイ
ピングデータ

＋

AI技術を活用した
医療機器プログラム等

検査データ

診断

症状の出現

症状の出現従来

AI技術の
利活用

AI技術の社会実装

介入

早期介入

早期発見・早期対応（二次予防）
及び重症化予防（三次予防）

再発兆候の早期発見・早期対応
による重症化予防（三次予防）

診断

○ 個人の健康・医療分野における、検査データと、デジタル
フェノタイピングデータを組み合わせた解析を行い、身体所
見等と合わせて診断に用いることで、精神疾患及び神経・筋
疾患の早期診断に資するエビデンスを創出し、AI 技術を活
用した医療機器プログラム等を開発する。【継続】

〇医療従事者の負担軽減に資する、AI 技術を活用した
D to D やD to Pを対象としたテレメディシン・サービスの開
発、評価、社会実装を推進し、疾患領域や診療科を問わず、
どこの医療機関においても安心して最先端・最適な専門医
療を継続して提供できるよう研究開発を進める。【継続】

遠隔においても専門診療が可能な
D to DやD to Pの診療体制構築のためのAI技
術開発、および開発されたAI技術を実装する

ための基盤整備

地方等の一般病院
の医療従事者等

専門診療が可能な
医療従事者等

患者の診療情報

適切な診療対応をサポート

適切な診療提供および医療従事者の負担軽減に繋げ、どの病院でも
安心して最先端・最適な医療を継続して提供する
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処方箋等の見直し

 リフィル処方箋により、当該処方箋の１回の使用による投与期間が29日以内の投薬を行った場合は、
処方箋料における長期投薬に係る減算規定を適用しないこととする。

リフィル処方箋を使用した場合の処方箋料

令和４年度診療報酬改定 Ⅰ－７ 地域包括ケアシステムの推進のための取組－⑬

改定後
【処方箋料】
［算定要件］
注２ 区分番号Ａ０００に掲げる初診料の注２又は注３、区分番
号Ａ００２に掲げる外来診療料の注２又は注３を算定する保険医
療機関において、別に厚生労働大臣が定める薬剤を除き、１処方
につき投与期間が30日以上の投薬を行った場合（処方箋の複数回
（３回までに限る。）の使用を可能とする場合であって、当該処
方箋の１回の使用による投与期間が29日以内の投薬を行った場合
を除く。）には、所定点数の100分の40に相当する点数により算
定する。

現行
【処方箋料】
［算定要件］
注２
区分番号Ａ０００に掲げる初診料の注２又は注３、区分番号Ａ０
０２に掲げる外来診療料の注２又は注３を算定する保険医療機関
において、別に厚生労働大臣が定める薬剤を除き、１処方につき
投与期間が30日以上の投薬を行った場合には、所定点数の100分
の40に相当する点数により算定する。

 症状が安定している患者について、医師の処方により医師及び薬剤師の適切な連携の下、一定期間内
に処方箋を反復利用できるリフィル処方箋の仕組みを設け、処方箋の様式を見直す。

処方箋様式の見直しについて

㊞

備考

特に記載のある場合を

除き、交付の日を含めて

４日以内に保険薬局に

提出すること。

個々の処方薬について、後発医薬品（ジェネリック医薬品）への変更に差し支えがあると判断した場合には、

「変更不可」欄に「レ」又は「×」を記載し、「保険医署名」欄に署名又は記名・押印すること。

「変更不可」欄に「レ」又は「×」を記載

した場合は、署名又は記名・押印すること。

１．「処方」欄には、薬名、分量、用法及び用量を記載すること。

２．この用紙は、Ａ列５番を標準とすること。

３．療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令（昭和51年厚生省令第36号）第１条の公費負担医療については、「保険医療機関」とあるのは

　　「公費負担医療の担当医療機関」と、「保険医氏名」とあるのは「公費負担医療の担当医氏名」と読み替えるものとすること。

保 険 薬局 の所 在地

及 び 名 称

保 険 薬 剤 師 氏 名

公費負担医 療の
受 給 者 番 号

　調剤実施回数（調剤回数に応じて、□に「レ」又は「×」を記載するとともに、調剤日及び次回調剤予定日を記載すること。）
　

　　□１回目調剤日（　　　年　　月　　日）　　□２回目調剤日（　　　年　　月　　日）　　□３回目調剤日（　　　年　　月　　日）
　

　　　次回調剤予定日（　　年　　月　　日）　　　次回調剤予定日（　　年　　月　　日）

調剤済年月日 令和　　年　　月　　日 公費負担者番号

処
　

　

　
　

　
　

　
　

方

変更不可

リフィル可　□　（　　　回）

備
　

　

考

保険医署名

　保険薬局が調剤時に残薬を確認した場合の対応(特に指示がある場合は「レ」又は「×」を記載すること。)
　　□保険医療機関へ疑義照会した上で調剤　       　□保険医療機関へ情報提供

交付年月日 令和　　年　　月　　日
処方箋の
使用期間

令和　年　月　日

点数表
番号

医療機関

コード区　分 被保険者 被扶養者
都道府県番号

明

大

昭

平

令

　　　年　月　日 男・女

電 話 番 号

保 険 医 氏 名

保険者番号

㊞

被保険者証・被保険
者手帳の記号・番号

・　　　　（枝番）　

患
　

　

者

氏　名
保険医療機関の
所在地及び名称

生年月日

公費負担医療
の受給者番号

処　　方　　箋
様

式

第

二

号

（

第

二

十

三

条

関

係

）

（この処方箋は、どの保険薬局でも有効です。）

公費負担番号

リフィル可　□　（　　　回）

「変更不可」欄に「レ」又は「×」を記載

した場合は、署名又は記名・押印すること。

　調剤実施回数（調剤回数に応じて、□に「レ」又は「×」を記載するとともに、調剤日及び次回調剤予定日を記載すること。）
　

　　□１回目調剤日（　　　年　　月　　日）　　□２回目調剤日（　　　年　　月　　日）　　□３回目調剤日（　　　年　　月　　日）
　

　　　次回調剤予定日（　　年　　月　　日）　　　次回調剤予定日（　　年　　月　　日）

備
　

　

考

保険医署名

　保険薬局が調剤時に残薬を確認した場合の対応(特に指示がある場合は「レ」又は「×」を記載すること。)
　　□保険医療機関へ疑義照会した上で調剤　       　□保険医療機関へ情報提供
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病院・診療所調査の結果⑤
＜リフィル処方箋を発行した理由＞（報告書p47,70）

図表 3-13改 あなたがリフィル処方箋を発行した理由
（複数回答）（リフィル処方箋を発行したことがある医師）

（病院・診療所別、医師個人のリフィル発行有無別）

図表 2-57改 リフィル処方箋を発行した理由
（複数回答）（病院・診療所別）

参考：令和４年度調査（病院・診療所票)令和５年度調査（病院・診療所票）令和５年度調査（医師票）

図表 2-54 リフィル処方箋を発行した理由（複数回答）

（病院・診療所別）

○リフィル処方箋を発行した理由についてみると、「症状が安定していたから」が最も多く、次い
で「患者からの希望があったから」であった。

91.3

5.0

25.0

30.0

22.5

88.9

5.1

10.1

38.4

14.1

0% 50% 100%

１．症状が安定していたから

２．患者に「かかりつけ薬剤師」がい

たから

３．患者が感染症に罹るリスクを減

らすことができるから

４．患者からの希望があったから

５．その他

病院_個人：発行したことがある n=80

診療所_個人：発行したことがある n=99

90.8

5.3

26.3

30.3

23.7

88.8 

5.1 

10.2 

37.8 

14.3 

0% 50% 100%

１．症状が安定していたから

２．患者に「かかりつけ薬剤

師」がいたから

３．患者が感染症に罹るリス

クを減らすことができるか

ら

４．患者からの希望があった

から

５．その他

病院_リフィル処方あり n=76 診療所_リフィル処方あり n=98

72.2 

1.9 

11.1 

42.6 

1.9 

5.6 

59.0 

5.7 

3.3 

63.9 

4.9 

5.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

症状が安定していたから

患者に「かかりつけ薬剤師」がいたから

患者が感染症に罹るリスクを減らすことがで

きる

患者からの希望があったから

その他

無回答

病院 n=54 診療所 n=122

中 医 協 検 － ２ － １

５ ． １ １ ． １ ０
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病院・診療所調査の結果⑦
＜リフィル処方箋の発行について患者からの希望の有無＞（報告書p51,72）

図表 2-59 リフィル処方箋の発行について患者か

らの希望の有無

（病院・診療所別、リフィル処方箋の発行実績の

有無別、調査票における発行の回答別）

図表 2-61 リフィル処方箋の発行について患者からの

希望の有無

（調査票上の「リフィル処方箋を発行したことがあるか」

の回答別・病院診療所別）

図表 3-15 リフィル処方箋の発行に
ついて患者からの希望の有無

（病院・診療所別、医師個人のリフィル
発行有無別）

参考：令和４年度調査（病院・診療所票)令和５年度調査（病院・診療所票）令和５年度調査（医師票）

43.8

2.9

62.6

2.8

55.0

96.7

37.4

97.2

1.3

0.4

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

病院_個人：発行したことがある

n=80

病院_個人：発行したことはない

n=241

診療所_個人：発行したことがある

n=99

診療所_個人：発行したことはない

n=106

１．あった ２．なかった 無回答

67.3 

73.2 

75.0 

10.9 

3.1 

6.7 

4.3 

23.1 

100.0 

23.6 

25.0 

84.5 

92.4 

91.1 

95.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

病院：発行実績有りn=52

病院：発行実績無しn=1

診療所：発行実績有りn=123

診療所：発行実績無しn=4

病院：発行実績有りn=110

病院：発行実績無しn=131

診療所：発行実績有りn=45

診療所：発行実績無しn=141

発
行

し
た
こ
と
が

あ
る

発
行
し
た
こ
と
が
な
い

あった なかった 無回答

○リフィル処方箋の発行についての患者からの希望の有無について、病院・診療所別、
リフィル処方箋の発行実績の有無別でみると、以下のとおりであった。

59.1

44.4

59.0

28.6

2.2

4.6

0.0

6.0

32.2

44.4

36.6

71.4

90.2

92.3

100.0

92.5

8.7

11.1

4.3

0.0

7.6

3.1

0.0

1.5

0% 20%40%60%80%100%

病院：発行実績有り n=115

病院：発行実績無し n=9

診療所：発行実績有り n=161

診療所：発行実績無し n=7

病院：発行実績有り n=92

病院：発行実績無し n=130

診療所：発行実績有り n=28

診療所：発行実績無し n=133

発
行
し
て
い
る
（リ

フ
ィ
ル
処
方
箋
発
行

医
師
を

知
っ
て
い
る
ま
た
は
自
身
で
発
行
し
て

い
る

＋
発
行
医
師
が
わ
か
ら
な
い
が
発
行

し
た
）

発
行
し
て
い
な
い
（リ

フ
ィ
ル
処

方
箋
発

行
医
師
が

わ
か
ら
な
い
か
つ
発
行
し
た
こ
と
は
な

い
）

あった なかった 無回答

中医協 検－２－１

５ ． １ １ ． １ ０
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病院・診療所調査の結果⑪
＜リフィル処方箋の課題と考えられること＞（報告書p59,77）

図表 2-71 リフィル処方箋の課題と考えられること

（病院・診療所別、リフィル処方箋の発行実績の有

無別、調査票における発行の回答別）

図表 2-69 リフィル処方箋の課題と考えられること

（複数回答）

（リフィル処方箋を発行したことのある医師を知って

いるか別、病院・診療所別）

図表 3-20改 このほか、リフィル処方箋の
課題と考えられること

（病院・診療所別、医師個人のリフィル発行
有無別）

参考：令和４年度調査（病院・診療所票)令和５年度調査（病院・診療所票）令和５年度調査（医師票）

71.3

55.0

30.0

31.3

18.8

1.3

69.7

58.1

25.7

37.8

12.9

2.1

60.6 

32.3 

15.2 

22.2 

27.3 

5.1 

54.7

42.5

19.8

26.4

24.5

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１．患者への制度の周知

２．医師への制度の周知

３．薬剤師への制度の周知

４．かかりつけ薬剤師制度の普及

５．その他

無回答

病院_個人：発行したことがある n=80

病院_個人：発行したことはない n=241

診療所_個人：発行したことがある n=99

診療所_個人：発行したことはない n=106

55.6 

46.3 

14.8 

31.5 

7.4 

16.7 

54.7 

38.3 

11.1 

24.7 

16.5 

15.2 

45.1 

20.5 

16.4 

23.0 

27.9 

9.0 

42.6 

27.3 

20.8 

22.4 

25.1 

20.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

患者への制度の周知

医師への制度の周知

薬剤師への制度の周知

かかりつけ薬剤師制度の普及

その他

無回答

病院-発行したことがあるn=54

病院-発行したことはないn=243

診療所-発行したことがあるn=122

診療所-発行したことはないn=183

○リフィル処方箋の課題と考えられることについて、リフィル処方箋を発行したことのある医師
を知っているか別、病院・診療所別で見ると、以下のとおりであった。

70.2

54.8

16.9

33.9

8.1

4.8

50.6

26.2

17.9

19.0

30.4

9.5

66.2

45.0

20.3

25.2

17.1

6.8

50.9

35.4

14.9

21.1

26.1

8.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

患者への制度の周知

医師への制度の周知

薬剤師への制度の周知

かかりつけ薬剤師制度の普

及

その他

無回答

発行している（リフィル処方箋発行医師を知っているまたは自身で発行している ＋ 発行医師がわからないが発行

した）

病院 n=124
発行している（リフィル処方箋発行医師を知っているまたは自身で発行している ＋ 発行医師がわからないが発行

した）

診療所 n=168
発行していない（リフィル処方箋発行医師がわからないかつ発行したことはない）

病院 n=222

発行していない（リフィル処方箋発行医師がわからないかつ発行したことはない）

診療所 n=161

中医協 検－２－１
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患者調査の結果⑥
＜今後、症状が安定している場合にリフィル処方箋を利用したいか＞（報告書p172）

図表 4-59 今後、症状が安定している場合に

リフィル処方箋を利用したいか（年代別）図表 5-62 今後、病状が安定している場合にリフィル処方箋
を利用したいと思うか（年代別）

41.7 

39.0 

29.7 

25.7 

27.5 

35.4 

31.3 

26.4 

27.1 

45.8 

34.7 

39.3 

34.0 

28.3 

25.0 

22.2 

20.8 

8.5 

18.6 

19.2 

20.1 

19.7 

21.9 

26.4 

8.3 

5.1 

14.4 

14.5 

14.3 

10.6 

15.6 

22.2 

2.1 

1.7 

2.5 

1.4 

4.1 

6.1 

6.3 

2.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10代以下 n=48

20代 n=59

30代 n=118

40代 n=214

50代 n=244

60代 n=198

70代 n=160

80代以上 n=72

利用したい
どちらかと言えば利用したい
どちらかと言えば利用したくない
利用したくない
無回答

令和５年度調査（患者票 郵送）
令和４年度調査（患者票 郵送）

○今後、症状が安定している場合にリフィル処方箋を利用したいかについて、「利用したい」ま
たは「どちらかと言えば利用したい」との回答のほうが多かった。

5.9 

13.6 

30.8 

24.3 

21.9 

22.9 

14.8 

18.4 

41.2 

54.5 

39.7 

35.4 

34.9 

37.6 

22.7 

31.6 

23.5 

18.2 

19.2 

24.3 

19.2 

22.9 

34.1 

31.6 

29.4 

4.5 

10.3 

14.6 

21.2 

12.8 

18.2 

15.8 

0.0 

9.1 

0.0 

1.4 

2.7 

3.7 

10.2 

2.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10代以下 n=17

20代 n=22

30代 n=78

40代 n=144

50代 n=146

60代 n=109

70代 n=88

80代以上 n=38

利用したい どちらかと言えば利用したい

どちらかと言えば利用したくない 利用したくない

無回答

中医協 検－２－ １

５ ． １ １ ． １ ０



82

患者調査の結果⑫
＜今後、症状が安定している場合にリフィル処方箋を利用したいか＞（報告書p227）

図表 5-59 今後、症状が安定している場合に

リフィル処方箋を利用したいか（年代別）
図表 6-62 今後、病状が安定している場合にリフィル処方箋
を利用したいと思うか（年代別）

令和５年度調査（患者票 インターネット） 令和４年度調査（患者票 インターネット）

21.9 

33.0 

17.7 

20.0 

26.3 

20.1 

24.1 

9.1 

48.5 

48.4 

56.5 

37.5 

49.5 

45.2 

32.5 

51.5 

20.4 

15.4 

19.4 

26.3 

18.9 

27.1 

30.7 

24.2 

9.1 

3.3 

6.5 

16.3 

5.3 

7.5 

12.7 

15.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10代以下 n=274

20代 n=91

30代 n=62

40代 n=80

50代 n=95

60代 n=199

70代 n=166

80代以上 n=33

利用したい

どちらかと言えば利用したい

どちらかと言えば利用したくない

利用したくない

24.0

23.3

26.7

28.3

27.0

24.0

20.2

19.8

50.3

51.7

48.0

43.7

43.3

44.7

40.7

41.9

18.3

20.7

17.7

22.0

21.7

21.8

29.2

29.1

7.3

4.3

7.7

6.0

8.0

9.5

9.9

9.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10代以下 n=600

20代 n=300

30代 n=300

40代 n=300

50代 n=300

60代 n=600

70代 n=514

80代以上 n=86

利用したい どちらかと言えば利用したい

どちらかと言えば利用したくない 利用したくない
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処方箋料（リフィル）の算定回数の推移

83

令和4年
5月

令和4年
11月

令和5年
3月

病院 910 937 981

診療所 2,368 2,463 2,583

令和4年
5月

令和4年
11月

令和5年
3月

病院
リフィル処方箋
（割合）

6267
(0.05%)

14436
(0.10%)

17060
(0.11%)

全処方箋 13,579,110 14,822,495 15,976,167

診療所
リフィル処方箋
（割合）

14750
(0.03%)

16133
(0.03%)

18854
(0.03%)

全処方箋 46,171,939 50,746,364 57,243,117

合計
リフィル処方箋
（割合）

21,025
（0.04％）

30,569
（0.05%）

35,914
（0.05%）

全処方箋 59,798,382 65,538,290 73,183,370

病院・診療所別の処方箋料の算定回数

病院・診療所別の処方箋料（リフィル）の算定医療機関数

出典：NDBデータ（令和４年５月、11月、令和５年３月）

参考： 令和4年5月分は令和４年度検証調査報告書より
令和4年11月分は令和５年度検証調査報告書より
令和5年3月分は令和５年11月時点の最新の実績

中 医 協 検 － ２ － １
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主傷病名別のリフィル処方箋発行回数①（病院）

84

○ 令和４年４月～令和５年３月の病院におけるリフィル処方箋の疾患毎の発行数と年齢構成は以下のと
おり。

主傷病名 リフィル処方箋発行回数
（a）

全処方箋発行回数
(b)

リフィル処方箋発行割合
（a/b）

TOP1 糖尿病 10,146 10,183,786 0.10%
TOP2 高血圧性疾患 8,633 14,083,204 0.06%
TOP3 その他の心疾患 6,856 5,356,596 0.13%
TOP4 その他の消化器系の疾患 6,350 7,092,455 0.09%
TOP5 虚血性心疾患 5,405 3,116,593 0.17%
TOP6 その他の悪性新生物＜腫瘍＞ 5,339 5,066,480 0.11%

TOP7
症状，徴候及び異常臨床所見・
異常検査所見で他に分類されないもの

4,880 5,462,856 0.09%

TOP8 その他の神経系の疾患 4,267 4,508,400 0.09%
TOP9 乳房の悪性新生物＜腫瘍＞ 4,211 1,661,559 0.25%
TOP10 良性新生物＜腫瘍＞及びその他の新生物 4,104 2,766,386 0.15%
TOP11 脂質異常症 3,767 4,695,965 0.08%
TOP12 脊椎障害（脊椎症を含む） 3,544 4,303,304 0.08%
TOP13 甲状腺障害 3,411 1,792,643 0.19%
TOP14 その他の筋骨格系及び結合組織の疾患 3,227 3,777,315 0.09%
TOP15 脳梗塞 3,073 2,773,836 0.11%
TOP16 骨折 2,893 3,334,715 0.09%
TOP17 骨の密度及び構造の障害 2,846 1,706,612 0.17%
TOP18 その他の皮膚及び皮下組織の疾患 2,752 4,436,050 0.06%
TOP19 その他の内分泌，栄養及び代謝疾患 2,722 2,153,191 0.13%
TOP20 関節症 2,377 3,545,482 0.07%

年齢 リフィル処方箋発行回数
（a）

全処方箋発行回数
(b)

リフィル処方箋発行割合
（a/b）

０歳以上～５歳未満 821 2,447,560 0.03%
５歳以上～１０歳未満 1,196 2,177,963 0.05%
１０歳以上～１５歳未満 1,206 2,384,452 0.05%
１５歳以上～２０歳未満 1,452 2,183,603 0.07%
２０歳以上～２５歳未満 1,830 2,321,326 0.08%
２５歳以上～３０歳未満 1,993 2,868,838 0.07%

３０歳以上～３５歳未満 2,541 3,523,548 0.07%
３５歳以上～４０歳未満 3,544 4,489,127 0.08%
４０歳以上～４５歳未満 5,323 5,712,244 0.09%
４５歳以上～５０歳未満 8,211 8,340,709 0.10%
５０歳以上～５５歳未満 11,204 10,320,756 0.11%
５５歳以上～６０歳未満 12,113 10,843,574 0.11%
６０歳以上～６５歳未満 12,835 12,486,874 0.10%
６５歳以上～７０歳未満 14,151 15,887,302 0.09%
７０歳以上～７５歳未満 22,205 24,931,475 0.09%
７５歳以上～８０歳未満 20,658 23,580,572 0.09%
８０歳以上～８５歳未満 15,813 21,573,827 0.07%
８５歳以上～９０歳未満 9,619 14,871,365 0.06%
９０歳以上～９５歳未満 3,225 6,662,057 0.05%
９５歳以上～１００歳未満 805 1,805,224 0.04%
１００歳以上 105 255,729 0.04%

出典：NDBデータ（令和４年４月～令和５年３月まで）

年齢主傷病名
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主傷病名別のリフィル処方箋発行回数②（診療所）
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○ 令和４年４月～令和５年３月の診療所におけるリフィル処方箋の疾患毎の発行数と年齢構成は以
下のとおり。

主傷病名 リフィル処方箋発行回数
（a）

全処方箋発行回数
(b)

リフィル処方箋発行割合
（a/b）

TOP1 高血圧性疾患 36,139 79,378,068 0.05%
TOP2 アレルギー性鼻炎 20,073 27,233,131 0.07%
TOP3 脂質異常症 17,371 31,443,769 0.06%
TOP4 その他の皮膚及び皮下組織の疾患 8,798 26,628,026 0.03%
TOP5 糖尿病 6,727 25,952,477 0.03%
TOP6 その他の眼及び付属器の疾患 5,831 22,517,325 0.03%
TOP7 その他の消化器系の疾患 5,487 14,011,288 0.04%
TOP8 皮膚炎及び湿疹 4,856 30,904,267 0.02%
TOP9 骨の密度及び構造の障害 4,759 5,118,910 0.09%
TOP10 胃炎及び十二指腸炎 4,626 13,887,797 0.03%
TOP11 月経障害及び閉経周辺期障害 4,274 2,940,003 0.15%
TOP12 喘息 3,893 15,903,972 0.02%
TOP13 脊椎障害（脊椎症を含む） 3,513 11,921,230 0.03%
TOP14 その他の神経系の疾患 3,472 11,000,733 0.03%
TOP15 結膜炎 3,455 9,326,882 0.04%
TOP16 関節症 3,361 11,151,988 0.03%

TOP17
症状，徴候及び異常臨床所見・
異常検査所見で他に分類されないもの

3,345 12,968,592 0.03%

TOP18 その他の内分泌，栄養及び代謝疾患 2,802 4,555,968 0.06%
TOP19 甲状腺障害 2,756 3,643,889 0.08%
TOP20 その他の腎尿路系の疾患 2,259 5,551,640 0.04%

年齢 リフィル処方箋発行回数
（a）

全処方箋発行回数
(b)

リフィル処方箋発行割合
（a/b）

０歳以上～５歳未満 1,142 18,324,591 0.01%
５歳以上～１０歳未満 4,825 23,394,656 0.02%
１０歳以上～１５歳未満 5,522 18,570,113 0.03%
１５歳以上～２０歳未満 4,334 14,004,323 0.03%
２０歳以上～２５歳未満 4,297 14,359,105 0.03%
２５歳以上～３０歳未満 5,581 16,841,921 0.03%
３０歳以上～３５歳未満 5,990 18,962,662 0.03%
３５歳以上～４０歳未満 7,989 22,281,626 0.04%
４０歳以上～４５歳未満 10,068 25,643,322 0.04%
４５歳以上～５０歳未満 13,927 32,984,183 0.04%
５０歳以上～５５歳未満 16,293 37,897,523 0.04%
５５歳以上～６０歳未満 16,628 37,728,585 0.04%
６０歳以上～６５歳未満 17,092 39,894,122 0.04%
６５歳以上～７０歳未満 18,114 45,930,501 0.04%
７０歳以上～７５歳未満 22,685 66,639,000 0.03%
７５歳以上～８０歳未満 17,540 60,853,424 0.03%

８０歳以上～８５歳未満 13,919 54,218,116 0.03%
８５歳以上～９０歳未満 8,707 36,449,228 0.02%
９０歳以上～９５歳未満 4,354 16,232,432 0.03%
９５歳以上～１００歳未満 1,248 4,427,030 0.03%
１００歳以上 206 658,053 0.03%

出典：NDBデータ（令和４年４月～令和５年３月まで）

年齢主傷病名
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経済財政運営と改革の基本方針2023（令和５年６月16日閣議決定）（主な箇所抜粋③）

第２章３「少子化対策・こども政策の抜本強化」に基づく対策を着実に推進し、現役世代の消費活性化による成長と分配の好

循環を実現していくためには、医療・介護等の不断の改革により、ワイズスペンディングを徹底し、保険料負担の上昇を抑制す

ることが極めて重要である。このため、全ての世代で能力に応じて負担し支え合い、必要な社会保障サービスが必要な方に適切

に提供される全世代型社会保障の実現に向けて、改革の工程※１の具体化を進めていく。

※１ 「全世代型社会保障の構築に向けた取組について」（令和４年12月16日全世代型社会保障構築本部決定）に基づく給付と負担の在り方を含めた工程。

（社会保障分野における経済・財政一体改革の強化・推進）

1人当たり医療費の地域差半減に向けて、都道府県が地域の実情に応じて地域差がある医療への対応などの医療費適正化に取

り組み、引き続き都道府県の責務の明確化等に関し必要な法制上の措置を含め地域医療構想を推進するとともに、都道府県のガ

バナンス強化※２、かかりつけ医機能が発揮される制度整備の実効性を伴う着実な推進、地域医療連携推進法人制度の有効活用、

地域で安全に分娩できる周産期医療の確保、ドクターヘリの推進、救急医療体制の確保、訪問看護の推進、医療法人等の経営情

報に関する全国的なデータベースの構築を図る。実効性のある医師偏在対策、医療専門職のタスク・シフト/シェア、薬局薬剤

師の対人業務の充実、対物業務の効率化、地域における他職種の連携等を推進する。その中で、医師が不足する地域への大学病

院からの医師の派遣の継続を推進する。また、関係者・関係機関の更なる対応※３により、リフィル処方の活用を進める。

※２ 中長期的課題として、現在広域連合による事務処理が行われている後期高齢者医療制度の在り方、生活保護受給者の国保及び後期高齢者医療制度への加

入を含めた医療扶助の在り方の検討を深めることなどを含む。

※３ 保険者、都道府県、医師、薬剤師などの必要な取組を検討し、実施する。

第４章 中長期の経済財政運営
２．持続可能な社会保障制度の構築
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令和５年６月29日第165回社会保障審議会医療保険部会
資料６



第４期医療費適正化計画基本方針（令和５年厚生労働省告示第2 3 4号）
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○第４期医療費適正化計画基本方針

第１二２ 医療の効率的な提供の推進に関する目標に関する事項



指標⑤ 第三者求償の取組の実施状況
○第三者求償の取組状況

指標① 特定健診･特定保健指導の実施率、メタボリックシンドローム該
当者及び予備群の減少率

○特定健診受診率・特定保健指導実施率
○メタボリックシンドローム該当者及び予備群の減少率

保険者共通の指標 国保固有の指標

指標② 特定健診･特定保健指導に加えて他の健診の実施や健診結果等に
基づく受診勧奨等の取組の実施状況

○がん検診受診率
○歯科健診受診率

指標③生活習慣病の発症予防・重症化予防の取組の実施状況
○生活習慣病の発症予防・重症化予防の取組の実施状況
○特定健診受診率向上の取組実施状況

指標④ 広く加入者に対して行う予防･健康づくりの取組の実施状況
○個人へのインセンティブの提供の実施
○個人への分かりやすい情報提供の実施

指標⑤ 加入者の適正受診・適正服薬を促す取組の実施状況
○重複投与者・多剤投与者に対する取組
○薬剤の適正使用の推進に対する取組

指標⑥ 後発医薬品の使用促進等に関する取組の実施状況
○後発医薬品の促進等の取組・使用割合

指標① 収納率向上に関する取組の実施状況
○保険料（税）収納率
※過年度分を含む

指標② 医療費の分析等に関する取組の実施状況
○データヘルス計画の実施状況

指標④ 地域包括ケア推進・一体的実施の実施状況
○国保の視点からの地域包括ケア推進・一体的実施の取組

指標⑥ 適正かつ健全な事業運営の実施状況
○適切かつ健全な事業運営の実施状況
○法定外繰入の解消等

令和６年度の保険者努力支援制度 取組評価分

市町村分（500億円程度）

都道府県分（500億円程度）

○主な市町村指標の都道府県単位評価(※)
・特定健診・特定保健指導の実施率
・糖尿病等の重症化予防の取組状況
・個人インセンティブの提供
・個人への分かりやすい情報提供の実施
・後発医薬品の使用割合
・保険料収納率
・重複投与者・多剤投与者に対する取組
※都道府県平均等に基づく評価

○年齢調整後一人当たり医療費
・その水準が低い場合
・前年度(過去３年平均値)より一定程度改善
した場合

○重症化予防のマクロ的評価
・年齢調整後新規透析導入患者数が少ない場合

○重複投与者数・多剤投与者数
・重複投与者数が少ない場合
・多剤投与者数が少ない場合

○都道府県の取組状況
・医療費適正化等の主体的な取組状況
（保険者協議会、データ分析、重症化予防、重
複・多剤投与者への取組 等）

・法定外繰入の解消等
・保険料水準の統一
・医療提供体制適正化の推進
・事務の広域的及び効率的な運営の推進

指標① 主な市町村指標の都道府県単位評価 指標② 医療費適正化のアウトカム評価 指標③ 都道府県の取組状況
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指標③ 給付の適正化に関する取組の実施状況
○医療費通知の取組の実施状況



【共通指標⑥ 後発医薬品の促進等の取組・使用割合】
令和６年度実施分
後発医薬品の促進等の取組

（令和５年度の実施状況を評価） 配点

① 後発医薬品の使用状況について、年齢別等に類型化し、把握した
上で、事業の目標数値を設定し、事業計画等に記載している場合 5

①の取組に加え、以下の基準を全て満たす後発医薬品の差額通知の
事業を実施している場合
② 通知前後で後発医薬品への切り替えが行われているか、国保連合

会から提供される帳票等により確認し、切り替え率及び切り替え
による削減額を把握している

5③ 被保険者に対し、後発医薬品についての更なる理解の促進を図る
ため、差額通知等において、後発医薬品の品質や使用促進の意義
等に関する情報を記載している

④ 被保険者に対し、リフィル処方箋について、周知・啓発を行って
いる場合（その際、分割調剤等その他の長期処方も併せて周知・
啓発することも考えられる）

10

後発医薬品の使用割合
（令和４年度の実績を評価） 配点

① 後発医薬品の使用割合の政府目標である目標値（80％）を達成し
ている場合 70

② ①の基準を達成し、かつ使用割合が全自治体上位１割に当たる
○○％を達成している場合 20

③ ①の基準を達成し、かつ令和３年度の実績と比較し、使用割合が
向上している場合 30

④ ①の基準は達成していないが、使用割合が全自治体上位７割に当
たる○○％を達成している場合 30

⑤ ④の基準を達成し、かつ令和３年度の実績と比較し、使用割合が
３ポイント以上向上している場合 25

⑥ ①及び④の基準は達成していないが、令和３年度の実績と比較し、
使用割合が３ポイント以上向上している場合 20

⑦ ①の基準は満たさず、かつ令和２年度の使用割合から令和４年度
の使用割合が連続して低下している場合 -10【令和６年度指標の考え方】

○ 年度の更新を行う。
○ リフィル処方箋の普及促進のための取組を評価対象に追加する。 89

令和５年度実施分
令和６年度市町村取組評価分

後発医薬品の促進の取組
（令和４年度の実施状況を評価） 配点 該当数 達成率

① 後発医薬品の使用状況について、年齢別等に類型化し、
把握した上で、事業の目標数値を設定し、事業計画等
に記載している場合

5 1398 80.3%

①の取組に加え、以下の基準を全て満たす後発医薬品の
差額通知の事業を実施している場合
② 通知前後で後発医薬品への切り替えが行われているか、

国保連合会から提供される帳票等により確認し、切り
替え率及び切り替えによる削減額を把握している

5 13
69

78.
6%③ 被保険者に対し、後発医薬品についての更なる理解の

促進を図るため、差額通知等において、後発医薬品の
品質や使用促進の意義等に関する情報を記載している

後発医薬品の使用割合
（令和３年度の実績を評価） 配点 該当数 達成率

① 後発医薬品の使用割合の政府目標である目標値
（80％）を達成している場合 70 1048 60.2%

② ①の基準を達成し、かつ使用割合が全自治体上位１割
に当たる86.28％を達成している場合 20 174 10.0%

③ ①の基準を達成し、かつ令和２年度の実績と比較し、
使用割合が向上している場合 30 394 22.6%

④ ①の基準は達成していないが、使用割合が全自治体上
位７割に当たる78.77％を達成している場合 30 170 9.8%

⑤ ④の基準を達成し、かつ令和２年度の実績と比較し、
使用割合が３ポイント以上向上している場合 25 3 0.2%

⑥ ①及び④の基準は達成していないが、令和２年度の実
績と比較し、使用割合が３ポイント以上向上している
場合

20 13 0.7%

⑦ ①の基準は満たさず、かつ令和元年度の使用割合から
令和３年度の使用割合が連続して低下している場合 -10 29 1.7%



医療法人・介護サービス事業者の経営情報の調査及び分析等

90

医療・介護の置かれている現状と実態を把握するために必要な情報を収集し、政策の企画・立案に活用するとともに、国民に
対して丁寧に説明していくため、①医療法人・介護サービス事業者の経営情報の収集及びデータベースの整備をし、②収集し
た情報を国民に分かりやすくなるよう属性等に応じてグルーピングした分析結果の公表、③医療法人に関するデータベースの
情報を研究者等へ提供する制度を創設する。
【施行日：①及び②（医療）令和５年８月１日（介護）令和６年４月１日 ③は公布日から三年以内に政令で定める日】

【データベースの概要】
• 対象：原則、全ての医療法人・介護サービス事業者
• 収集する情報：病院・診療所及び介護施設・事業所における収益及び費用並びに、任意項目として職種別の給与（給料・賞
与）及びその人数

※病床機能報告・外来機能報告等と連携させるとともに、データの活用に当たっては、公立医療機関の経営情報などの公開情報及び、必要に応じて統計調査も
活用した分析等に取り組む。

• 公表方法：国民に分かりやすくなるよう属性等に応じてグルーピングした分析結果の公表

都道府県

・データベースの整備
・経営状況の把握・分析
・研究者等への医療法人に関するデータ提供

医療法人・介護サービス事業者

報告

報告・提供

経営情報を
都道府県に報告

情報提供の求め 国

民

分かりやすくなるよ
うグルーピングした
分析結果を公表

国（厚生労働省）

G-MIS

医療法人については
独立行政法人福祉医
療機構に業務を委託

① 医療法人・介護サービス事業者は、毎会計年度終了後に経営情報を都道府県知
事に報告。

② 都道府県知事は、医療法人・介護サービス事業者の活動状況等に関する調査及
び分析等を行い、厚生労働大臣にも報告。

③ 厚生労働大臣は、医療法人・介護サービス事業者に関する情報のデータベース
を整備し、経営状況の把握・分析、結果の公表。

④ データベースに記録された医療法人に関する情報については、研究者が行う学
術研究等にも提供可能。

収集する内容は
省令以下で規定

※介護については
システムを新規構築



介護ロボット開発等加速化事業
（介護ロボットの開発・実証・普及のプラットフォーム）

開発企業等

○ 介護現場において、テクノロジーの活用などによるサービスの質の向上や職員の負担軽減といった生産性向上の推進は喫緊
の課題となっており、見守りセンサーやICT等といった生産性向上に効果的なテクノロジーの普及をより強力に進めていく。

○ 具体的には、①介護現場・ロボット開発企業の双方に対する一元的な相談窓口（地域拠点）、②開発機器の実証支援を行う
リビングラボのネットワーク、③介護現場における実証フィールドからなる、介護ロボットの開発・実証・普及のプラット
フォームを整備する。

介護ロボットの開発・実証・普及のプラットフォーム

介護施設等

③介護現場における実証フィールド
－エビデンスデータの蓄積－

②リビングラボネットワーク
－開発実証のアドバイザリーボード兼先行実証フィールドの役割－

①相談窓口（地域拠点）
介護ロボットに関する介護施設等からの導入相談、開発企業
等からの実証相談へのきめ細かな対応

全国の介護施設の協力による大規模実証フィールド

＜感染症対策に資する非接触対応に効果的なテクノロジーの例＞

＜見守りセンサー＞

居室内の利用者の状況（ベッドから離れた場
合や転倒した場合等）をセンサーで感知
→遠方から効率的な見守りが可能になる。

＜ICT（インカム）＞

遠方にいながら職員
間での利用者の状況
の共有が可能になる。

＜移乗支援（非装着型）＞

利用者の抱え上げを

ロボットが代替し、接触
対応が軽減される。

※リビングラボとは
実際の生活空間を再現し、
新しい技術やサービスの
開発を行うなど、介護現
場のニーズを踏まえた介
護ロボットの開発を支援
するための拠点

令和５年度予算額（令和５年度当初予算）
5.0億円（5.0億円）

（参考）令和４年度補正予算：3.9億円

＜令和４年度補正予算の
拡充内容＞

○相談窓口の機能充実

・相談窓口の増設
・アドバイザー職員の増員

○大規模実証に係る対象施設数の
拡充 等
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介護ロボット導入支援事業（地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分） ）
令和５年度当初予算額：地域医療介護総合確保基金137億円（介護従事者確保分）の内数

 補助額
補助内容 ※令和２年度（当初予算）以降の拡充分（下線部以外）は令和５年度までの実施

（地域医療介護総合確保基金 137億円の内数）※（）内は前年度当初予算額

 介護ロボット
･･･移乗支援、移動支援、排泄支援、見守り、入浴支援など、厚生労働省・経済産業省で定める「ロボット技術の介護利用における
重点分野」に該当する介護ロボット

 見守りセンサーの導入に伴う通信環境整備
･･･Wi-Fi環境の整備、インカム、見守りセンサー等の情報を介護記録にシステム連動させる情報連携のネットワーク構築経費 等

補助対象

 補助上限台数
･･･必要台数(制限の撤廃)

 補助率
･･･都道府県の裁量により設定
（一定の要件を満たす場合は3/4を下限、それ以外の事業所は1/2を下限)
〈一定の要件〉･･･以下の要件を満たすこと

・導入計画書において目標とする人員配置を明確にした上で、見守りセンサーやインカム、
介護記録ソフト等の複数の機器を導入し、職員の負担軽減等を図りつつ、
人員体制を効率化させる場合

 対象となる介護ロボット（例）
○見守りセンサー
（見守り）

○入浴アシストキャリー
（入浴支援）

○装着型パワーアシスト
（移乗支援）

○非装着型離床アシスト
（移乗支援）

利用者

都道府県基金
（負担割合：国２／３、
都道府県１／３）

負担軽減 効率化サービス
提供

介護保険施設・事業所

 事業の流れ  実績（参考）

 実施都道府県数：45都道府県
（令和３年度）

 都道府県が認めた介護施設等の導入
計画件数

※１施設で複数の導入計画を作成することが
あり得る

○ 各都道府県に設置される地域医療介護総合確保基金を活用し、介護施設等に対する介護ロボットの導入支援を実施し、介護ロボットを活用した
介護事業所の生産性向上の取組を通じて、ケアの質の確保や職員の負担軽減等を図る。

１ 事業の目的

２ 事業の概要等

介護ロボット
(1機器あたあり)

・移乗支援(装着型・非装着型)
・入浴支援 上限100万円

・上記以外 上限30万円

見守りセンサーの導入に伴う通信環境整備
(1事業所あたり) 上限750万円

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3
58 364 505 1,1531,8132,297 2,720
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ICT導入支援事業（地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分） ）
令和５年度予算額：地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）137億円の内数

 導入計画の作成、導入効果報告（2年間）
 IPAが実施する「SECURITY ACTION」の「★一つ星」または
「★★二つ星」のいずれかを宣言

 以下に積極的に協力すること 等

補助要件

補助割合を拡充する要件
〈3/4に拡充(以下のいずれかの要件を満たすこと)〉
 ケアプランデータ連携システム等の利用
 LIFEの「CSV連携仕様」を実装した介護ソフトで実際にデータ登
録を実施等

 ＩＣＴ導入計画で文書量を半減

※令和２年度（当初予算）以降の拡充分（下線部以外）は令和５年度までの実施

（地域医療介護総合確保基金 137億円の内数）
※（）内は前年度当初予算額

 介護ソフト･･･記録、情報共有、請求業務で転記が不要であるもの、ケアプラン連携標準仕様、入退院時情報標準仕様、看護情報標準仕様を
実装しているもの（標準仕様の対象サービス種別の場合。各仕様への対応に伴うアップデートも含む）、財務諸表のCSV出力機能を有する
もの（機能実装のためのアップデートも含む）。

 情報端末･･･タブレット端末、スマートフォン端末、インカム等
 通信環境機器等･･･Wi-Fiルーター等
 その他･･･運用経費（クラウド利用料、サポート費、研修費、他事業所からの照会対応経費、バックオフィスソフト（勤怠管理、シフト管理等）等）

補助対象

職員数に応じて都道府県が設定

補助上限額等
補助割合
 一定の要件を満たす場合は、
3/4を下限に都道府県の裁量に
より設定

 それ以外の場合は、１/２を下限
に都道府県の裁量により設定

実績 R1 R2 R3
実施自治体数 15 40 47
補助事業所数 195 2,560 5,371

導入計画の策定 導入

介護ソフト・タブレット

等の購入費用の補助

（R1年度～）

業務分析 活用
 文書量半減を実現できるICT導入計画の作成  ケアプランデータ連携システム等の

利用

 LIFEのCSV連携仕様を活用しデータ

登録

※ケアプランデータ連携システム･･･国保中央会に構築中。令和５年度本格稼働予定

○ 各都道府県に設置される地域医療介護総合確保基金を活用し、介護現場のＩＣＴ化に向けた導入支援を実施し、
ICTを活用した介護サービス事業所の業務効率化を通じて、職員の負担軽減を図る

１ 事業の目的

２ 事業の概要等

 1～10人 100万円
 11～20人 160万円
 21～30人 200万円
 31人～ 260万円

※赤字が令和５年度拡充分。

 ICTの活用により収支状況の改善が図られた場合においては、
職員の賃金に還元すること（導入効果報告により確認）

 LIFEによる情報収集・フィードバック
 他事業所からの照会に対応すること
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介護職員の働きやすい職場環境づくり内閣総理大臣表彰

介護職員の働きやすい職場環境づくり内閣総理大臣表彰は、職員の待遇改善、人材育成及び介護現場の生産性向上への
取組が特に優れた介護事業者を表彰し、その功績をたたえ、広く紹介することを通じ、もって、介護職員の働く環境改
善を推進することを目的とする。 ※併せて、厚生労働大臣表彰も実施

スケジュール
２月初旬：実施要綱等の決定・各都道府県へ表彰候補者の推薦依頼
～４月頃：都道府県から表彰候補者の推薦 ※審査基準を踏まえた表彰候補者の選定

具体例：①都道府県において公募、審査を実施の上で表彰候補者を推薦
②管内の関係事業者団体等と協議の上、表彰候補者を推薦 等

６月19日：（厚労省）選考委員会による選定 ８月24日：表彰式を開催

表彰の目的

１ 働きやすい職場環境づくりに資する取組であること
○職員の待遇改善に係る取組がなされているか。
（取組の例）
・明確な給与体系の導入、休暇の取得促進や育児や介護との両立支援に関
する制度の導入など、多様な人材が働きやすい環境を整備する取組 等
○人材育成に係る取組がなされているか。
（取組の例）
・計画的な採用、新規採用職員に対する計画的な研修の実施や職員の経
験・役職に応じた研修の実施など職員の人材育成に効果的な取組 等
○介護現場の生産性向上に係る取組がなされているか。
（取組の例）
・事業所の課題を踏まえた目的を設定し、改善を図るための取組 等

選考基準※事業者の取組内容等について以下の観点から審査
２ 実効性のある取組であること
・取組の実施により、職員の業務への満足度が高まっているか。
・取組の実施により職員の負担軽減、サービスの質の確保が図られて
いるか。
・取組の実施に当たり、職員の意見を聞く機会があるか。 等

３ 持続性のある取組であること
・取組が一過性のものでなく、継続的に取り組む体制や仕組みが整
備・検討されているか。 等

４ 他の事業所での導入が期待される取組であること
・多くの事業所への横展開が期待できる取組であるか。
・取組を行おうとする他の事業所に対し、取組の経験のある職員の派
遣、取組に係る視察の受け入れを行うなど、取組の横展開に協力的で
あるか。
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令和５年度介護職員の働きやすい職場環境づくり
内閣総理大臣表彰・厚生労働大臣表彰 表彰事業者について

○ 31都府県より60事業者の推薦があり、６月19日に表彰者を選定するため、表彰選考委員会を開催したとこ
ろ。審議の結果、「内閣総理大臣表彰」は２事業者、「厚生労働大臣賞 優良賞」は４事業者、「厚生労働大
臣賞 奨励賞」は54事業者が選定された。

厚生労働大臣表彰 優良賞（優れた取組を行う事業者） ４事業者
運営法人 事業所・施設名 サービス種別 都道府県

社会福祉法人 堺福祉会 特別養護老人ホームハートピア堺 介護老人福祉施設 大阪府

社会福祉法人 リガーレ暮らしの架け橋 地域密着型総合ケアセンターきたおおじ 地域密着型介護老人福祉施設 京都府

医療法人 敬英会 介護老人保健施設さくらがわ 介護老人保健施設 大阪府

社会福祉法人 ライフ・タイム・福島 特別養護老人ホームロング・ライフ 介護老人福祉施設 福島県

内閣総理大臣表彰（特に優れた取組を行う事業者） ２事業者
運営法人 事業所・施設名 サービス種別 都道府県

社会福祉法人 友愛十字会 砧ホーム 介護老人福祉施設 東京都

社会福祉法人 宣長康久会 地域密着型特別養護老人ホームささづ苑かすが 地域密着型介護老人福祉施設 富山県

厚生労働大臣表彰 奨励賞（上記以外の事業者） 54事業者
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介護現場において、テクノロジーの活用やいわゆる介護助手の活用等による生産性向上の取組を推進するため、介護
施設における効果実証を実施するとともに実証から得られたデータの分析を行い、次期介護報酬改定の検討に資する
エビデンスの収集等を行うことを目的とする。

目的

実証テーマ① 見守り機器等を活用した夜間見守り

令和3年度介護報酬改定（夜間の人員配置基準緩和等）
を踏まえ、特養（従来型）以外のサービスも含め、夜間
業務における見守り機器等の導入による効果を実証。

実証テーマ② 介護ロボットの活用

施設の課題や状況等に応じた適切な介護ロボットの導入
とそれに伴う業務オペレーションの見直しによる効果を
実証。

実証テーマ③ 介護助手の活用

身体的介護以外の業務や介護専門職のサポート等の比較
的簡単な作業を行う、いわゆる介護助手を活用すること
による効果を実証。

実証テーマ④ 令和４年度提案手法の更なる検証

令和４年度に実証した提案手法（テクノロジーやいわゆ
る介護助手の活用、介護職員の業務整理等）による効果
の更なる実証。

想定する調査項目 ※具体的な調査項目、調査手法（実証施設数含む）については、事業内に設置する有識者で構成する実証委員会にて検討

• 介護職員の業務内容・割合がどのように変化したか
• ケアの質が適切に確保されているかどうか（利用者のADL、認知機能、意欲等に関する評価、ケア記録内容 等）
• 介護職員の働き方や職場環境がどう改善したのか（職員の勤務・休憩時間、心理的不安、意欲の変化 等） 等

実施スケジュール
４月～６月 実証施設選定（テーマ①～④）、実証計画（調査項目・手法等）の策定
６月・７月 事前調査
７月・８月 事後調査
９月～３月 データ分析、実証結果のとりまとめ

介護ロボット等による生産性向上の取組に関する効果測定事業
（令和５年度実証事業）

４月27日・９月８日の分科会で議論いただいており、今後本格的な改定に向けて議論いただく予定。
（参考）介護給付費分科会



電子申請・届出システムについて
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介護サービス事業所

電子申請・届出システム

地方公共団体

事業所向け
申請・届出受付機能

地方公共団体向け
申請・届出受付機能

インターネット
回線

新規指定申請
更新申請
変更届 等

【申請・届出】
WEBフォーム
ファイル添付

【結果受領】
受付完了
差し戻し 等

行政ネットワーク
回線

【申請受領】 【結果通知】
受付完了
差し戻し 等

審査、決裁

 台帳登録
（データ連携による負担軽減）

※令和７年度までに、全ての指定権者（約1,800団体）において利用開始・システム利用の原則化

台帳管理システム

前回申請情報・事業所基本情報を自動入力し、
必要箇所のみ修正するといった入力負荷軽減



R5年度 R6年度 R7年度

4月 9月 10月 3月 4月 9月 10月 3月 4月 9月 10月 3月

第１期

第２期

第３期

第４期

第５期

第６期

第７期

電子申請・届出システム 導入スケジュール

「電子申請・届出システム」は、利用開始時期を分けて運用を開始し、利用可能な自治体数を順次拡大していきます。介護保険法施行規則
等について、介護サービス事業者等が都道府県知事等に対して行う指定申請等は、原則、厚生労働省の「電子申請・届出システム」により
行うものとするための改正が行われたところです。（公布日：令和５年３月31日）本改正において、都道府県知事等は令和８年３月31日ま
でに「電子申請・届出システム」による申請等の受理の準備を完了しなければならないこととしております。

【導入スケジュール】

自治体運用
準備・調整

参加自治体
募集・調整
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運 用 開 始

運 用 開 始

参加自治体
募集・調整

自治体運用
準備・調整 運 用 開 始

参加自治体
募集・調整

自治体運用
準備・調整 運 用 開 始

運 用 開 始参加自治体
募集・調整

自治体運用
準備・調整

参加自治体
募集・調整

自治体運用
準備・調整

運 用 開 始



これまで主に毎月FAXでやり取りされ、介護事業所の負担が大きかったケアプラン（提供票）を、クラウド上で安全に電子データのやり取りをするシ
ステムです。本年４月20日、国民健康保険中央会にて本格稼働！

ケアプランデータ連携システムについて
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ケアプランデータ連携システムで期待される効果
手間、時間の削減による事務費等の削減
データ自動反映による従業者の「手間」の削減・効率化
作業にかける「時間」の削減
従業者の「心理的負担軽減」の実現
従業者の「ライフワークバランス」の改善
事業所の「ガバナンス」、「マネジメント」の向上

イメージキャラクター
ケアプー

【計画・予定情報の流れ】

※実績情報は逆の流れ（居宅サービス事業所→居宅介護支援事業所）となり、予定情報と同様、真正性確認の上、振分けられる。

へプルデスクサポートサイト



・都道府県に対する努力義務規定の新設
都道府県に対し、介護サービスを提供する事業所又は施設の生産性の向上に資する取組が促進され
るよう努める旨の規定を新設する。

・都道府県介護保険事業支援計画への追加
都道府県介護保険事業支援計画の任意記載事項に、介護サービス事業所等の生産性の向上に資する
事業に関する事項を追加する。
※ 市町村介護保険事業計画の任意記載事項についても、生産性の向上に資する都道府県と連携した取組に関する
事項を追加する。

・施行期日：令和６年４月１日

介護サービス事業所等における生産性の向上に資する取組に係る努力義務

・介護現場において、生産性向上の取組を進めるためには、一つの介護事業者のみの自助努力だ
けでは限界があるため、地域単位で、モデル事業所の育成や取組の伝播等を推進していく必要
がある。一方、事業者より、「地域においてどのような支援メニューがあるのか分かりにく
い」との声があるなど、都道府県から介護現場に対する生産性向上に係る支援の取組の広がり
が限定的となっている実態がある。

・都道府県を中心に一層取組を推進するため、都道府県の役割を法令上明確にする改正を行うと
ともに、都道府県介護保険事業支援計画において、介護サービス事業所等における生産性向上
に資する事業に関する事項を任意記載事項に加える改正を行う。

改正の趣旨

改正の概要・施行期日
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